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第 1 章 計画策定にあたって 

 

１ 基本的な考え方 

「地域福祉」とは、誰もがかけがえのない存在として人権が尊重され、自分らしく、誇り

をもって、まちの一員として普通の生活を送ることができるように、地域社会を基盤として、

住民、町内会、地域団体、ボランティア団体やＮＰＯ法人、企業や商店、そして串本町をは

じめ串本町社会福祉協議会、社会福祉法人等、地域社会を構成する様々な主体が協力しあい、

ともに生き支えあう社会をつくっていこうとする取組や仕組みづくりのことです。 

 

２ 地域福祉計画とは 

○社会福祉法第 107 条に基づく「市町村地域福祉計画」であり、町の将来を見据えた地域

福祉のあり方や地域福祉推進のための基本的な施策の方向を定める計画です。 

○市町村が策定する行政計画で、「長期総合計画」に示されている基本構想を踏まえる計画で

す。 

○福祉分野の個別計画を概念的には包含する一方で、対象者（子ども、高齢者、障がいのあ

る人等）ごとの福祉施策のすべてを網羅する総合福祉計画とは異なり、地域における課題

に対して、自助・共助・公助の視点から、その解決に向けた仕組みや方策を示すための計

画です。 

○地域福祉を推進していくための仕組みづくりや条件整備等、制度的な側面に力を置く計画

です。 

○福祉サービスを必要としている住民、あるいは地域において福祉活動をしている様々な人

たちや組織・団体間の公平性を重視するとともに、関連する福祉制度や施策の総合化、相

談支援体制等、必要とされるサービスの基盤整備、地域福祉推進のための仕組みづくり等

が特徴です。 
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■「自助」「共助」「公助」と地域福祉の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○自助：個人や家庭による自助努力（自分でできることは自分でする） 

○共助：地域社会における相互扶助（隣近所や友人、知人とお互いに助け合う）や民間非営利活動・事業、ボランティア、住

民活動、社会福祉法人などによる支え（「地域ぐるみ」福祉活動に参加して地域で助け合う） 

○公助：公的な制度としての福祉・保健・医療その他の関連する施策に基づくサービス供給（行政でなければできないこと

は、行政がする） 

 

３ 計画策定の背景 

現在、私たちの暮らしは生活環境も整い、あらゆるモノや情報が容易に手に入る豊かな時

代へ変化してきましたが、その豊かさは、個人の価値観やライフスタイルの多様化をもたら

しています。 

しかし、この状況は、人々に多くの利便性を与えてくれる一方で、孤独や孤立といった新

たな問題を生み出しています。全国的にも少子高齢化や世帯の核家族化・単身化が進行する

とともに、地域や家族のつながりが希薄になりつつあるだけでなく、子ども、障がい者、高

齢者への虐待、高齢者の孤独死、ひきこもり、青少年の犯罪、いじめ、消費者被害などが、

私たちの日々の暮らしの大きな社会問題となっています。 

本町においてもこうした状況は例外ではなく、人と人とのつながり、地域への帰属意識の

低下などで、地域社会の脆弱化が進んでおり、ひとり暮らし高齢者や障がい児・者、ひとり

親家庭の増加をはじめ、私たちの身近な生活の中に様々な問題が見受けられるようになりま

した。 

また、平成 23（2011）年３月の東日本大震災では、あらためて地域コミュニティの必

要性が再認識され、今後、地域福祉を進めていく上で、日常からのつながりや災害時におけ

る要配慮者への支援体制の再構築も求められています。 

地域ぐるみの福祉活動への支援 

自  助 共  助 公  助 

地域ぐるみの福祉活動 

暮らしのニーズ 

（日常的な生活課題） 

福祉３計画 

・高齢者福祉計画 

・障がい者計画 

・子ども・子育て支援事業計画 

家
庭
・
地
域
の 

生
活
課
題 

地域住民の主体
的な活動で対応
できる 

地域住民と行政の相互
協力(協働)の領域 

行政施策として行う 
(自助努力で適わないも
の) 
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４ 計画の期間 

串本町地域福祉計画の計画期間は、平成 31（2019）年度から 2023年度までの５か年

とします。 

ただし、社会経済情勢や大きな制度の改正に柔軟に対応できるよう、必要に応じて見直し

を行います。 

【計画の期間】 

 

 

 

 

 

５ 計画の位置付け 

この計画は、今後の地域福祉施策・事業の基本的な展開方向を示すものであり、上位計画

及び他の関連計画との連携・整合を図り、福祉分野の計画の基本的な指針となるものです。 

 

【計画の位置付け】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

平成 31年度 

2019年度 

 

2020年度 
 

2021年度 

 

2022年度 

 

2023年度 

 

串本町人口ビジョン 

まち・ひと・しごと

創生総合戦略 

＜関連諸計画・施策＞ 

◇串本町障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

◇串本町高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

◇串本町子ども・子育て支援事業計画 

◇串本町健康増進計画 

◇串本町自殺対策計画 

◇人権教育・啓発推進計画 

◇串本町地域防災計画 

◇生活困窮者に関する施策  等 

串本町地域福祉計画 
地
域
福
祉
活
動
計
画 

（
社
会
福
祉
協
議
会
） 

第２次串本町長期総合計画 
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第２章 地域の特性と課題 
 

１ 町の現状 

（１）人口の動向 

本町の人口構造は、国勢調査結果によると、昭和 55（1980）年から総人口は減少傾向

で推移しており、平成２（1990）年に 23,937人であった人口は、平成 27（2015）年

には 16,558 人まで減少（30.8％減）しています。人口比率をみると、平成２（1990）

年には高齢化比率が年少人口比率を上回っています。 

平成 27（2015）年には高齢化比率は 43.0%となり、全国平均 26.6%、県平均 30.9%

を大きく上回っており、少子高齢化が顕著に進行し、世帯数の減少も進んでいます。 

世帯の特徴をみると、一般世帯 7,797世帯に対し、単独世帯が 2,848世帯あり、そのう

ち 65歳以上の高齢単身世帯は 1,840世帯と、世帯総数の 23.6%を占めています。 

 

 

【町の人口と世帯数の推移】 

※総人口には年齢不詳を含む。 資料：国勢調査 

3,959
16.5%

3,223
14.3%

2,606
12.2%

2,133
10.7%

1,803
9.9%

1,506
9.1%

14,769
61.7% 13,338

59.2% 12,243
57.1% 11,077

55.6% 9,536
52.4% 7,913

47.9%

5,204
21.7%

5,960
26.5% 6,580

30.7% 6,718
33.7%

6,873
37.7%

7,112
43.0%

23,937

22,521
21,429

19,931

18,249

16,558

8,755 8,767

8,867

8,673

8,323

7,797

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015

町の人口と世帯数の推移

0～14歳 15～64歳 65歳以上 世帯数

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

人 世帯
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また、本町の人口構造を人口ピラミッドの推移でみると、65歳以上の層が厚くなっており、そ

れ以下の年代、特に 30歳未満の年代の層が少なくなっているという上ぶくれの傾向が顕著にみ

られます。特に、65～69歳の団塊の世代の層が多くなっています。 
 

（２）児童・生徒数・認定こども園・保育所等の状況 

町内には、小学校は９校、中学校は５校があります。平成 30（2018）年 11月 1日現在の小学

校児童数は 592人、中学校生徒数は 245人となっています。 

 
 

小学校名 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

串本西小学校 4 4 8 4 1 5 6 3 9 3 4 7 13 4 17 3 2 5 33 18 51 

潮岬小学校 8 20 28 12 14 26 18 9 27 19 9 28 19 19 38 8 8 16 84 79 163 

出雲小学校 3 1 4 2 2 4 0 0 0 3 3 6 2 2 4 0 2 2 10 10 20 

大島小学校 5 4 9 4 2 6 2 1 3 2 4 6 4 3 7 1 3 4 18 17 35 

串本小学校 9 13 22 8 12 20 10 14 24 12 11 23 16 11 27 11 11 22 66 73 138 

橋杭小学校 2 6 8 5 7 12 8 3 11 4 2 6 2 3 5 5 2 7 26 23 49 

西向小学校 6 4 10 4 2 6 5 6 11 3 5 8 5 3 8 7 3 10 30 23 53 

古座小学校 5 7 12 7 4 11 4 6 10 8 4 12 7 5 12 7 7 14 38 33 71 

田原小学校 3 0 3 0 0 0 2 0 2 2 1 3 1 2 3 1 0 1 9 3 12 

計 45 59 104 46 44 90 55 42 97 56 43 99 69 52 121 43 38 81 314 278 592 

中学校名 
１年 ２年 ３年 

 

計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

串本西中学校 5 0 5 2 3 5 2 5 7 9 8 17 

潮岬中学校 11 10 21 9 5 14 10 9 19 30 24 54 

大島中学校 0 0 0 0 0 0 1 6 7 1 6 7 

串本中学校 23 19 42 15 23 38 33 29 62 71 71 142 

西向中学校 2 8 10 6 2 8 3 4 7 11 14 25 

計 41 37 78 32 33 65 49 53 102 122 123 245 

234 

239 

260 

272 

152 

243 

275 

337 

430 

449 

471 

565 

745 

972 

789 

703 

734 

543 

363 

213 

264 

296 

251 

194 

267 

315 

388 

453 

415 

426 

583 

682 

930 

694 

524 

445 

313 

102 

0～4 

5～9 

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90以上

平成27(2015)年

1,000 800 600 0

男 女

0 200 600 1,000

(歳)

400 200 400 800

383 

416 

523 

505 

325 

459 

501 

502 

591 

743 

961 

834 

858 

987 

1,005 

847 

555 

397 

204 

361 

400 

523 

504 

356 

482 

433 

471 

614 

721 

931 

747 

705 

804 

761 

520 

295 

150 

55 

0～4 

5～9 

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90以上

平成12(2000)年

1,000 800 600 0

男 女

0 200 600 1,000

(歳)

400 200 400 8001,000 800 600 0 0 200 600 1,000

(歳)

400 200 400 800

【人口ピラミッド】 （単位：人、％） 

【児童・生徒数】 

資料：国勢調査 

資料：町教育委員会 
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また、11月 1日現在、幼稚園は潮岬幼稚園があり、こども園は串本町立くしもとこども

園、社会福祉法人杉の子会上野山こども園があり、へき地保育所は、町立和深保育所、町立

大島保育所があります。 

 

年齢区分 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

3歳 18 24 17 6 8 

4歳 25 20 28 12 7 

5歳 34 28 24 17 11 

合計 77 72 69 35 26 

 

 

年齢区分 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

0歳 - - - 13 7 

1歳 - - - 52 50 

2歳 - - - 56 56 

3歳 - - - 75 68 

4歳 - - - 58 73 

5歳 - - - 70 58 

合計 - - - 324 312 

 

 

年齢区分 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

0歳 11 10 16 - - 

1歳 36 48 44 - - 

2歳 68 55 62 6 2 

3歳 70 60 60 5 6 

4歳 68 67 68 9 3 

5歳 64 65 62 9 8 

合計 317 305 312 29 19 

 

 

学童保育所入所 
児童数 

平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

人数 90 126 141 156 164 

 

【保育所の園児数】 

【こども園の園児数】 

【学童保育所の入所児童数】 

【幼稚園の園児数】 (単位：人) 

(単位：人) 

(単位：人) 

(単位：人) 

資料：町こども未来課 

資料：町こども未来課 

資料：町こども未来課 

資料：町こども未来課 
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（３）高齢者の状況 

本町における要支援・要介護認定数は年々増加し、認定率も上昇傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）障がいのある人の状況 

本町における障がい者数はやや増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人、％） 【要支援・要介護認定数の推移】 

167 173 193 214 210 

244 250 271 
315 305 

218 
203 

246 
226 233 

287 301 
300 

304 305 

242 240 
234 

257 266 
178 203 

197 
186 196 162 161 

142 
145 138 1,498 1,531 

1,583 
1,647 

1,653 

20.8 

21.0 

21.7 

22.5 

22.6 
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20.5
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21.5

22.0

22.5
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600
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1,000

1,200
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1,800

2,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

要支援1 要支援2 要介護1
要介護2 要介護3 要介護4
要介護5 認定率

【障がい者数の推移】 （単位：人） 

1,016 1,019 1,051 1,068 1,054 

150 188 183 191 191 

215 
216 

231 232 233 

1,381 
1,423 

1,465 1,491 1,478 

0

300

600

900

1,200

1,500

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

資料：町福祉課 

資料：町福祉課 
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（５）生活保護・児童扶養手当の状況 

生活保護世帯数は、300世帯程度で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童扶養手当対象世帯数は、近年やや増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：世帯） 
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【生活保護世帯数の推移】 
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【児童扶養手当対象世帯数の推移】 
（単位：世帯） 

資料：町福祉課 

資料：町福祉課 
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（６）老人クラブ・子ども会加入状況 

老人クラブ加入者数は、年々減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども会加入者数は、年々減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【老人クラブ加入者数の推移】 （単位：人、％） 

2,510
2,371 2,296

2,118
2,030

35.8%
33.8%

31.7%
29.2%

27.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

加入者数 加入率

【子ども会加入者数の推移】 （単位：人） 

638 637
615 596 589

0

100

200

300

400

500

600

700

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

資料：町福祉課 

資料：町こども未来課 
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（７）ボランティアの状況 

ボランティア登録者数は、400人超で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ボランティア登録者数の推移】 （単位：人） 

425 415 411 405 417

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

資料：町福祉課 
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40.5%

42.6%

40.0%

5.3%

27.8%

41.6%

42.6%

52.8%

47.0%

44.1%

47.6%

73.7%

46.8%

50.5%

49.6%

34.4%

8.4%

8.8%

8.4%

21.1%

15.2%

5.0%

6.2%

8.0%

1.3%

2.0%

0.8%

3.8%

1.0%

1.6%

2.8%

2.5%

3.2%

6.3%

2.0%

1.6%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

n=462

男性

n=204

女性

n=250

18～29歳

n=19

30～49歳

n=79

50～64歳

n=101

65～74歳

n=129

75歳以上

n=125

とても関心がある やや関心がある あまり関心がない まったく関心がない 無回答

２ 住民のニーズ 
福祉の総合的な取組を示す町の「地域福祉計画」を策定するにあたり、住民の皆様の「地域

福祉」に関するご意見をお聴きし、今後の計画づくりに反映することを目的として「地域福祉

のためのアンケート」を平成 30（2018）年３月に実施しました。 

 

調査対象 調査対象者数 抽出方法・調査方法 回収数 回収率 

町内にお住ま
いの18歳以上
の方 

1,000人 
無作為抽出 
郵送による調査票の
配布・回収 

462件 46.2% 

 

（１）福祉への関心 

「福祉」への関心については、「やや関心がある」が 47.0%と最も高く、次いで、「とても関

心がある」が 40.5%、「あまり関心がない」が 8.4%、「まったく関心がない」が 1.3%となっ

ています。また、「とても関心がある」と「やや関心がある」をあわせた「福祉に関心がある」

方は 87.5%となっており、約 9 割の方が「福祉に関心がある」という結果になっています。

一方、「あまり関心がない」と「まったく関心がない」をあわせた「福祉に関心がない」方は 1

割を下回っています。 

性別でみると、「福祉に関心がある」は男性が 86.7%、女性が 87.6%となっており、わず

かに女性のほうが高くなっています。 

年齢別でみると、「福祉に関心がある」は年齢が高くなると割合が高くなる傾向があり、50

歳以上では約 9割となっていますが、50歳未満では 8割を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【福祉への関心】 
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4.1%

3.4%

4.4%

10.5%

3.8%

3.0%

3.1%

4.8%

28.8%

31.9%

26.4%

10.5%

34.2%

21.8%

27.1%

35.2%

61.0%

60.3%

61.6%

78.9%

55.7%

71.3%

64.3%

50.4%

1.5%

1.5%

1.6%

3.8%

2.0%

0.8%

0.8%

4.5%

2.9%

6.0%

2.5%

2.0%

4.7%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

n=462

男性

n=204

女性

n=250

18～29歳

n=19

30～49歳

n=79

50～64歳

n=101

65～74歳

n=129

75歳以上

n=125

家族や親戚が支えるべき 国や県、市町村といった行政の責任で支えるべき

行政と住民が協力しながら、地域で支え合うべき その他

無回答

（２）福祉による支援のあり方 

「福祉」による支援は、どのようにあるべきかについては、「行政と住民が協力しながら、地

域で支え合うべき」が 61.0%と最も高く、次いで、「国や県、市町村といった行政の責任で支

えるべき」が 28.8%、「家族や親戚が支えるべき」が 4.1%、「その他」が 1.5%となっていま

す。 

性別でみると、男女ともに「行政と住民が協力しながら、地域で支え合うべき」が最も高く

なっています。 

年齢別でみると、すべての年代で「行政と住民が協力しながら、地域で支え合うべき」が最

も高く、18～29歳では 78.9%と他の年代と比較して特に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【福祉による支援のあり方】 
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54.1% 17.7% 51.5% 12.8% 46.5% 3.2%

1.5%

52.9% 15.7% 50.5% 9.8% 45.6% 3.4%
1.5%

55.2% 20.0% 52.4% 15.2% 47.6% 3.2%
1.6%

52.6% 31.6% 47.4% 36.8% 52.6% 5.3%

58.2% 15.2% 53.2% 12.7% 32.9% 3.8%
1.3%

61.4% 25.7% 56.4% 13.9% 46.5% 5.0%

52.7% 18.6% 52.7% 15.5% 53.5%
1.6% 0.8%

48.0% 11.2% 45.6% 5.6% 48.0% 3.2% 4.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

全体（ｎ=462）

男性（ｎ=204）

女性（ｎ=250）

50～64歳（ｎ=101）

30～49歳（ｎ=79）

18～29歳（ｎ=19）

65～74歳（ｎ=129）

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

そ
の
他

町
民
が
地
域
の
福
祉
に

つ
い
て
の
課
題
を
気
軽

に
話
し
合
う
こ
と

手
話
や
点
字
、
介
護
方
法

な
ど
の
技
術
を
習
得
す
る

こ
と

介
護
を
必
要
と
す
る
人
や

そ
の
家
族
の
話
を
聞
い
た

り
交
流
す
る
こ
と

介
護
や
介
護
を
必
要
と

す
る
人
の
疑
似
体
験
学

習
を
す
る
こ
と

福
祉
の
制
度
、
支
援
の
内

容
、
理
念
や
考
え
方
な
ど

に
つ
い
て
学
ぶ
こ
と

75歳以上（ｎ=125）

（３）福祉への理解を深めるために 

「福祉」について理解を深めるためには、どのような機会が必要だと思うかについては、「福

祉の制度、支援の内容、理念や考え方などについて学ぶこと」が 54.1%と最も高く、次いで、

「介護を必要とする人やその家族の話を聞いたり、交流すること」が 51.5%、「住民が地域の

福祉についての課題を気軽に話し合うこと」が 46.5%、「介護や介護を必要とする人の疑似体

験学習をすること」が 17.7%、「手話や点字、介護方法などの技術を習得すること」が 12.8%

等となっています。 

性別でみると、男女ともに「福祉の制度、支援の内容、理念や考え方などについて学ぶこと」

が最も高くなっています。 

年齢別でみると、18～64歳までは「福祉の制度、支援の内容、理念や考え方などについて

学ぶこと」が最も高く（18～29歳では「住民が地域の福祉についての課題を気軽に話し合う

こと」も同率で第 1位）、65歳以上では「住民が地域の福祉についての課題を気軽に話し合う

こと」が最も高くなっています（75 歳以上では「福祉の制度、支援の内容、理念や考え方な

どについて学ぶこと」も同率で第 1位）。 

そのほか、18～29 歳では「手話や点字、介護方法などの技術を習得すること」が 36.8%

と他の年代と比較して高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【福祉への理解を深めるために】 
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16.2% 37.0% 37.4% 17.1% 5.6% 16.9% 20.1% 12.3% 16.7% 4.8% 14.3%
2.4%

4.1%

15.2% 35.3% 37.3% 19.6% 5.9% 19.6% 21.1% 14.2% 14.2% 4.9% 15.2%
3.4%

5.4%

17.6% 38.8% 37.6% 15.6% 5.6% 14.8% 18.8% 10.4% 18.4% 4.8% 14.0%
1.6% 3.2%

10.5% 31.6% 15.8% 15.8% 10.5% 21.1% 5.3% 21.1% 47.4% 10.5% 5.3%

20.3% 31.6% 29.1% 17.7% 11.4% 12.7% 19.0% 12.7% 19.0% 7.6% 27.8%
3.8%

7.6%

14.9% 42.6% 33.7% 19.8% 6.9% 21.8% 22.8% 14.9% 17.8% 5.9% 14.9%
2.0%

4.0%

20.2% 37.2% 41.9% 16.3% 4.7% 17.1% 24.0% 14.7% 14.7% 5.4% 9.3%
1.6% 3.9%

12.8% 37.6% 44.0% 16.8%

3.2%

16.8% 13.6% 8.0% 15.2%

2.4%

6.4%
1.6% 2.4%

-1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

全体（ｎ=462）

男性（ｎ=204）

女性（ｎ=250）

50～64歳（ｎ=101）

30～49歳（ｎ=79）

18～29歳（ｎ=19）

65～74歳（ｎ=129）

助
け
合
い
・
支
え
合
い
活

動
に
対
す
る
、
行
政
の
支

援
を
充
実
さ
せ
る

自
治
会
や
社
会
福
祉
協
議

会
等
の
団
体
か
ら
の
側
面

支
援
を
充
実
さ
せ
る

福
祉
活
動
を
行
う
組
織

を
つ
く
る

自
治
会
が
中
心
と
な
り
住

民
の
交
流
な
ど
の
地
域
活

動
を
積
極
的
に
実
施
す
る

地
域
に
住
む
人
同
士
が
互

い
に
理
解
し
合
い
助
け
合

う
と
い
う
意
識
を
深
め
る

住
民
自
ら
が
日
頃
か
ら
地

域
の
つ
な
が
り
を
持
つ
よ

う
に
心
が
け
る

地
域
に
お
け
る
福
祉
活

動
の
意
義
と
重
要
性
を

も
っ
と
Ｐ
Ｒ
す
る

75歳以上（ｎ=125）

リ
ー
ダ
ー
や
福
祉
活
動
に
携

わ
る
人
を
養
成
す
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
方

法
な
ど
に
関
す
る
研
修
を

行
う

学
校
教
育
や
社
会
教
育
で

の
福
祉
教
育
を
充
実
す
る

困
っ
て
い
る
人
と
助
け
る

こ
と
の
で
き
る
人
を
つ
な

ぐ
人
材
を
育
成
す
る

そ
の
他

特
に
な
い

（４）地域における支え合い、助け合い活動を活発化するために必要なこと 

地域における支え合い、助け合い活動を活発化するために必要なことについては、「地域に住

む人同士が互いに理解し合い助け合うという意識を深める」が 37.4%と最も高く、次いで、

「住民自らが日頃から地域のつながりを持つように心がける」が 37.0%、「助け合い・支え合

い活動に対する行政の支援を充実させる」が 20.1%、「自治会が中心となり住民の交流などの

地域活動を積極的に実施する」が 17.1%等となっています。 

性別でみると、男性では「地域に住む人同士が互いに理解し合い助け合うという意識を深め

る」が最も高く、女性では「住民自らが日頃から地域のつながりを持つように心がける」が最

も高くなっています。 

年齢別でみると、18～29歳では「学校教育や社会教育での福祉教育を充実する」が最も高

く、30～64歳では「住民自らが日頃から地域のつながりを持つように心がける」、65歳以上

では「地域に住む人同士が互いに理解し合い助け合うという意識を深める」が最も高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【支え合い、助け合い活動を活発化するために必要なこと】 
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（５）地域における生活上の課題 

日々の生活で困っていること、悩みや不安を感じていることはあるかについては、「特にな

い」が 31.6%と最も高く、次いで、「買い物や通院などの外出が不便」が 18.8%、「力仕事（家

具の移動など）ができない」が 14.9%、「庭・田畑の管理（草刈など）ができない」が 13.0%、

「運動する場所や機会の不足」が 12.3%等となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【地域における生活上の課題】 

●「特にない」31.6% 

●「買い物や通院などの外出が不便」18.8% 

●「力仕事（家具の移動など）ができない」14.9% 

●「庭・田畑の管理（草刈など）ができない」13.0% 

●「運動する場所や機会の不足」12.3% 

年齢別では、 

75歳以上では「買い物や通院などの外出が不便」が最も高い 

1.1%

2.4%

2.6%

3.7%

4.1%

4.5%

5.6%

5.8%

6.9%

7.1%

11.7%

12.3%

13.0%

14.9%

18.8%

31.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

近所付き合いがうまくいかない

家事（炊事・洗濯など）ができない

その他

子育てのこと

ゴミ出しが困難

安定して職に就けない

生涯学習などの場所や機会の不足

様々な悩みを相談する相手がいない

話し相手、遊び相手が少ない

機械類・電化製品の使い方や修理方法が…

収入が少なく生活に困窮している

運動する場所や機会の不足

庭・田畑の管理（草刈など）ができない

力仕事（家具の移動など）ができない

買い物や通院などの外出が不便

特にない
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68.8% 21.2% 39.4% 8.0%
2.4% 0.6% 2.8% 0.6% 2.8% 4.3% 1.3%

10.0%
2.4%

63.2% 19.1% 39.7% 8.3%
3.4% 1.0% 2.0% 0.5% 2.5%

6.4%
0.5%

14.7%
2.5%

74.0% 22.8% 39.2% 7.2%
1.6% 0.4% 3.6% 0.8% 3.2% 2.8% 2.0%

6.4%
2.4%

73.7% 10.5% 63.2%
5.3%

10.5% 10.5%

74.7% 10.1% 51.9%
3.8% 1.3% 1.3% 3.8% 1.3%

10.1%
3.8%

79.2% 20.8% 45.5%

3.0% 2.0% 1.0% 1.0% 3.0% 4.0% 1.0%
7.9%

2.0%

62.8% 24.8% 41.9% 13.2%
1.6% 0.8% 3.1% 0.8%

7.8%
1.6%

13.2%
1.6%

63.2% 26.4% 20.8% 9.6%

4.8% 1.6%
6.4%

4.8% 4.0% 2.4%

8.8%
1.6%

-1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

全体（ｎ=462）

男性（ｎ=204）

女性（ｎ=250）

50～64歳（ｎ=101）

30～49歳（ｎ=79）

18～29歳（ｎ=19）

65～74歳（ｎ=129）

社
会
福
祉
協
議
会

民
生
委
員
・
児
童
委
員

区
の
役
員

隣
近
所

友
人
・
知
人

親
戚

家
族

75歳以上（ｎ=125）

保
育
所
・
幼
稚
園
、
学
校

町
役
場

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

病
院
の
医
師
・
看
護
師

相
談
し
て
い
な
い

そ
の
他

（６）困ったことがある時の相談相手 

日々の生活で困ったことがあるときに、どこ（誰）に相談しているかについては、「家族」が

68.8%と最も高く、次いで、「友人・知人」が 39.4%、「親戚」が 21.2%、「相談していない」

が 10.0%、「隣近所」が 8.0%等となっています。 

性別でみると、男女ともに「家族」が最も高く、女性（74.0%）が男性（63.2%）を上回っ

ており、7割を超えています。 

年齢別でみると、すべての年代で「家族」が最も高く、50～64 歳では 79.2%と他の年代

と比較して高くなっています。そのほか、「友人・知人」はすべての年代で高くなっていますが、

年代が高くなるほど比率が低くなる傾向があり、18～29 歳では 63.2%となっていますが、

75歳以上では 20.8%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【困ったときの相談相手】 
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31.0% 10.4% 14.7% 8.4% 35.1% 23.2% 27.5% 5.0% 12.6% 14.5%

0.6%

10.0%

35.3% 10.8% 19.6% 7.4% 37.3% 20.1% 25.5% 3.9% 8.3% 16.7% 11.8%

27.6% 10.4% 10.4% 9.6% 33.6% 25.6% 29.2% 6.0% 16.4% 12.4%
1.2%

8.8%

26.3% 21.1% 10.5% 21.1% 15.8% 15.8% 5.3% 5.3% 10.5% 5.3% 5.3% 15.8%

27.8% 10.1% 12.7% 21.5% 34.2% 11.4% 20.3% 8.9% 8.9% 10.1% 19.0%

35.6% 12.9% 12.9% 7.9% 43.6% 21.8% 29.7% 5.9% 17.8% 15.8% 7.9%

33.3% 7.8% 21.7% 7.0% 35.7% 25.6% 30.2% 5.4% 14.7% 15.5%
0.8%

8.5%

28.0% 10.4% 10.4%
0.8%

32.0% 30.4% 31.2%
1.6%

9.6% 16.0%
0.8%

7.2%

-1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

全体（ｎ=462）

男性（ｎ=204）

女性（ｎ=250）
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（７）福祉について知りたい情報 

福祉についてどのような情報を知りたいかについては、「高齢者や障がいのある人について

の福祉サービスの情報」が 35.1%と最も高く、次いで、「福祉や健康全般についての相談窓口

の情報」が 31.0%、「介護保険や福祉に係る事業所等の福祉サービスの情報」が 27.5%、「介

護保険制度についての情報」が 23.2%、「収入が少なく生活に困窮している人への支援や相談

窓口の情報」が 14.7%等となっています。 

性別でみると、男女ともに「高齢者や障がいのある人についての福祉サービスの情報」が最

も高くなっています。 

年齢別でみると、18～29 歳では「福祉や健康全般についての相談窓口の情報」が最も高く、

30 歳以上では「高齢者や障がいのある人についての福祉サービスの情報」が最も高くなって

います。そのほか、18～49歳では「子育てについての福祉サービスの情報」が 2割を超え、

他の年代と比較して高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【福祉について知りたい情報】 
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（８）どのような福祉のあり方が大切か 

住みなれた地域で安心して生活していくためには、特にどのような福祉のあり方が大切だと

思うかについては、「在宅福祉サービスの充実」が 46.1%と最も高く、次いで、「施設サービ

スの充実」が 32.7%、「身近なところでの相談窓口の充実」が 30.3%、「地域住民がともに支

え合い、助け合える地域づくりの推進」が 29.4%等となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【福祉のあり方】 

●「在宅福祉サービスの充実」46.1% 

●「施設サービスの充実」32.7% 

●「身近なところでの相談窓口の充実」30.3% 

●「地域住民がともに支え合い、助け合える地域づくりの推進」29.4% 

1.5%

3.0%

5.2%

10.4%

13.9%

14.3%

14.9%

16.2%

19.9%

25.1%

27.3%

27.3%

29.4%

30.3%

32.7%

46.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

特にない

福祉教育の充実

施設や交通機関等におけるバリアフリーの推進

地域活動や地域福祉活動を担う人材の育成

個人の自立を支援する福祉サービスの充実

地域活動や地域福祉活動への公的な援助の充実

専門性の高い相談支援の充実

健康づくりや生きがいづくりの推進

手当など、個人や家族に対する経済的な援助の充実

福祉に関する情報提供の充実

気軽に集まれる場の充実

地域住民がともに支え合い、助け合える地域づくりの推進

身近なところでの相談窓口の充実

施設サービスの充実

在宅福祉サービスの充実
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３ 地域福祉をめぐる主要な課題 

（１）少子高齢・人口減少社会がもたらす影響 

少子高齢・人口減少社会の到来は、家族構成や生活形態などにも大きな変化をもたらして

います。ひとり暮らしや高齢者のみの世帯が増加する一方で、地域福祉の担い手となる世代

が減少しています。 

誰もが地域で安心して暮らすことのできる地域社会を構築するためには、「自助」はもちろ

んのこと、「共助」、「公助」の３つが相互に補い合い人々の地域生活を支えるという視点に立

った福祉施策の展開が求められています。 

また、成年後見制度や日常生活自立支援事業などの権利擁護事業や、災害発生時を想定し

た住民同士の支えあいによる要配慮者対策の充実も引き続き急務となっています。さらに、

将来を担う子どもたちを安心して産み育てることのできる地域づくりにも取り組んでいく

必要があります。 

 

（２）ニーズの複合化・多様化による新たな地域課題の顕在化 

介護保険制度や障害者総合支援制度にみられるように、近年の福祉制度は施設入所から地

域生活への移行を重視した方向へと変化してきました。可能な限り住み慣れた地域や自宅で

生活できるよう地域での生活を支える基盤を整備するということが福祉施策の基本的な方

向となっていますが、社会環境が大きく変化する中、住民一人ひとりが抱える福祉・医療・

健康に対するニーズは、複合化・多様化しています。 

これに伴い、公的な福祉サービスだけでは対応ができない生活課題や、個別分野ごとの福

祉サービスでは十分な対応ができない複合的な問題など、新たな地域課題が顕在化してきて

います。また、住民にとって度重なる福祉制度の改正や制度の専門化が相談や利用のしづら

さにつながっていくおそれもあります。 

地域包括支援センターや障害者相談支援事業所などの整備も進められてきましたが、不安

や課題を抱えたとき、誰もが気軽に相談でき、必要な支援が必要とする人に行き届くシステ

ムづくりが必要となっています。 

 

（３）社会から孤立する住民の存在 

高齢化や核家族化の進行、地域における人口減少、更には地域とのつながりの希薄化など

により、悩みを打ち明けられず社会的に孤立する人や世帯が増え、老老介護（高齢者同士・

高齢の親の介護を高齢の子どもが看る世帯）やダブルケア（親の介護と子育てを同時にしな

ければならない世帯）などの問題や事故、虐待なども社会問題となっています。 

このような中、地域における見守りや支えあいをはじめ、社会的孤立を防止する取組がま

すます重要となってきています。 
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（４）社会・経済の構造的な変化等による生活困窮者等の増加 

近年、わが国の景気は回復基調にあるといわれているものの、地方ではいまだその実感に

乏しい状況にあります。こうした景気低迷の長期化やこれに伴う雇用状況の変化をはじめ、

社会・経済の構造的な変化等により、生活保護受給者はもとより、生活保護に至る前の段階

の生活困窮者が増加しています。 

今後は、改正生活保護法（平成 26 年７月１日施行）や生活困窮者自立支援法（平成 27

年４月１日施行）を踏まえ、総合的な支援体制を構築していくことが求められます。 
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第３章 計画の基本目標と施策の体系 
 

１ 基本理念 

少子高齢化や核家族化の進行、近所付き合いの希薄化等に伴い地域社会が大きく様変わり

していく中、東日本大震災という未曾有の災害を体験し、さらに、南海トラフ巨大地震への

対策が叫ばれる中で、地域の支えあいの力が再認識されています。 

このような中、複雑化・多様化する生活課題に対応していくためには、高齢者や障がい者

などへの福祉サービスの充実はもちろん、援護・支援を必要とする方の個性や生き方を尊重

し、自らが「自立」することに努める「自助」を促す必要があります。 

また、身近なところで安心して生活するために住民、地域、社会福祉協議会をはじめとす

る各種団体等が連携し、自立を支援する「共助」の輪を広げることが住民に求められていま

す。これは、地域が持つ力を高めていくことが期待されるものであり、町は「自立」を助け、

「共助」の輪が広がる環境づくりに努めることがこれまで以上に求められているといえます。 

 

第２次串本町長期総合計画の目指す福祉分野の基本目標として『「ひと」を大事にするまち

づくり ひとに優しく、安全で安心して暮らせるまちづくり』が掲げられており、乳幼児か

ら高齢者まですべての住民が地域の中で支えあいながら健康で元気に暮らせるまちを目指

していく必要があります。 

本計画では、この基本目標により住民一人ひとりが地域の中での自分の役割を果たし、支

えあい、だれもが住み慣れた地域で安心してやすらぎのある生活を生涯にわたって続けてい

けるように、計画の基本理念を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

基本理念 
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２ ３つの基本目標 

基本理念「地域で支えあい ひとに優しく 安心して暮らせるまちづくり」の実現を目指

して本計画の基本目標を、次のとおり設定します。 

 

 

 

 

人口減少・少子高齢化、世帯の多様化が進行し、さらに、個人の価値観の多様化により、

家族や地域で相互に支えあう機能が弱まってきています。 

本町では、住民一人ひとりの地域福祉に関する意識向上を図るとともに、コミュニティ機

能の強化やボランティアの育成などで地域において支えあう仕組みづくりを進めます。 

また、社会福祉協議会をはじめ様々な団体との連携強化を図り、すべての住民が、相手の

ことを考えて支えあい、こころ豊かに過ごせるまちづくりを目指します。 

 

 

 

 

地域での自立した生活を支えるための様々な福祉サービスを、必要とする人が適時・適切

に利用できるよう、個々の状況に応じた相談体制の充実をはじめ、的確な情報提供を行うと

ともに、良質な福祉サービス提供体制の整備を図ります。 

また、様々な社会参加をしやすくするため、公共施設や道路のバリアフリー化、移動手段

の確保を進め、みんなが暮らしやすい人に優しいまちづくりを進めます。 

さらに、誰もが生き生きとした生活を送ることができるよう、自分の健康を自分で守る努

力や介護予防等に努めるまちづくりを目指します。 

 

 

 

 

地域で安全に安心して暮らせるよう、住民同士の要配慮者対策をはじめとする防災体制の

強化、権利擁護の推進、誰もが被害者とならない防犯活動の推進、子どもから高齢者までの

交通安全対策の推進、更には認知症対策の充実まで、住民一人ひとりの思いやりを行動につ

なげ、みんなで支えあう安心のまちづくりを進めます。 

基本目標１ 支えあいで「こころ豊かなまち」づくり 

基本目標２ 暮らしやすく「人に優しいまち」づくり 

基本目標３ 思いやりで「安心のまち」づくり 
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３ 施策の体系 

基本目標の実現を目指した施策の体系を、次のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 地域福祉の意識向上 

（２） 地域福祉の体制づくりと担い手の育成 

（３） 地域福祉関係機関・団体との連携の強 

   化と交流の促進 

１．支えあいで 

「こころ豊かなまち」づくり 

２．暮らしやすく 

「人に優しいまち」づくり 

（１） 相談窓口の充実 

（２） 情報提供の充実 

（３） 福祉サービスの充実 

（４） 福祉基盤の充実 

（５） 健康づくり・介護予防の充実 

 

３．思いやりで 

「安心のまち」づくり 

（１） 緊急時の支援の充実 

（２） 権利擁護の推進 

（３） 安全安心な地域づくり 

 

 

基 本 目 標 施    策 

地
域
で
支
え
あ
い 

ひ
と
に
優
し
く 

安
心
し
て
暮
ら
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く
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基本 
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第４章 施策の展開 
 

１ 支えあいで「こころ豊かなまち」づくり 

（１）地域福祉の意識向上 

■現状と課題■ 

町ではこれまで「広報くしもと」やホームページ等を通じて地域福祉の意識高揚に向けた

啓発活動を行うとともに、学校教育での福祉教育や生涯学習活動に取り組んできました。 

社会福祉協議会においても、社協だよりやパンフレット等による啓発とともに、各種交流

事業やイベントなどに取り組んでいます。 

今後とも、住民が協力してみんなで支えあうまちづくりを進めていくために、住民一人ひ

とりの助け合いの意識を育んでいくことが必要です。 

 

■施策の基本方向■ 

すべての住民が「ともに暮らし、ともに生きる社会こそ正常である」というノーマライゼ

ーションの理念を理解し、誰もがライフステージのいずれかの段階で福祉サービスを必要と

することの認識を深めていきます。 

 

■今後の取組■ 

◆他人事になりがちな地域づくりを、地域の人たちが「我が事」として主体的に取り組ん 

でいけるような意識づくりを行います。 

◆地域における支えあい・助けあいの取組を推進する上で基盤となる地域のつながりを 

再構築するため、あいさつ・声かけ運動などの取組を積極的に支援します。また、地域 

組織間で情報や意見を交換する機会を設けるなどして、地域福祉活動に向けた意識啓 

発を展開します。 

◆地域組織への関心や参画意識を高めるため、地域の課題や活動情報を発信するととも 

に、地域活動への積極的な参画を促します。 

◆広報誌やホームページ等を通じて、身近な地域における住民相互の支えあい、ボランテ 

ィア活動等についての広報・啓発に努めます。 

◆家庭での福祉教育が行われるよう、親を対象とした地域福祉に関する講座等の実施に 

努めます。また、家庭内での実践を通して、親から子へ、子から孫へと福祉に関する教 

育が受け継がれるように意識啓発を行います。 

◆地域活動をとおした学習により、小・中学校における福祉教育・社会貢献学習を推進し 

 ます。 

◆学校・社会教育における人権教育・啓発の推進に努めます。 
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◆小・中学生を対象にした福祉施設での福祉体験や乳幼児とのふれあい体験を推進する

とともに、住民を対象とした講座や事業を実施し、福祉教育の推進に努めます。 

◆生涯学習活動としても、社会教育部門や社会福祉協議会等と連携しながら、地域福祉

活動に関する講座を充実し、福祉教育を進めます。また、地域においては人権学習や世

代間交流事業などを積極的に取り入れるなど、地域福祉に関する学習機会の促進に努

めます。 

◆社会福祉協議会で町内小・中学校をボランティア協力校に指定し、毎年職員が学校に

出向いて、車椅子体験や高齢者疑似体験を行います。また、デイサービスや施設に児

童・生徒が訪問し、高齢者との交流を図ります。 

◆子ども会活動を通じて、相手を大切に思う気持ちや豊かな心を育む取組を推進すると

ともに、学校や地域における福祉教育、学習活動の充実を図ります。 

 

■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

〇地域の行事等に積極的に参加し、地域のことを知るよう努めま

す。 

○町などから提供される、地域福祉、人権問題、男女共同参画な

どに関する情報や学習機会を積極的に活用するよう努めます。 

〇家庭の中においても、お互いを尊重し、理解し合う気持ちを育

みます。 

地域でできること 

（共助） 

〇住民同士の交流のための、行事の開催を活発化します。 

○地域での地域福祉、人権などにかかわる自主的な学習機会づく

りに努めます。 

町が取り組むこと 

（公助） 

〇協働のまちづくりを基本とした事業を行い、まちづくりの強化

に努めます。 

○地域福祉、人権などにかかわる情報提供や教育の機会を充実し

ます。 

 

（２）地域福祉の体制づくりと担い手の育成 

■現状と課題■ 

本町では、これまで社会福祉協議会を中心に各種ボランティア活動や研修会の開催、福祉

学習の推進などに取り組んできました。町内では、児童や高齢者、障がい者などを対象に、

ボランティア団体・ＮＰＯ団体等が活動しており、地域福祉を支える重要な役割を担ってい

ます。 

また、民生委員・児童委員の活動も地域福祉の充実に大きな役割を担っており、今後一層

の活動推進に向けた支援の充実が期待されています。 

今後は、これまで続けてきた活動を継続・発展させ、内容の一層の充実を図るために、ボ

ランティア・ＮＰＯ活動、民生委員・児童委員活動に参加しやすい環境づくりが重要となっ

ています。 
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■施策の基本方向■ 

住民のニーズが多様化している中、様々な福祉サービスの提供について、これまでのよう

に行政がすべてを担う時代から、地域住民・ボランティア・事業者・行政がそれぞれの立場

で、それぞれの役割を分担して地域社会を支えていく仕組みづくりに努めます。 

特に、住民のボランティアへの参加意識は、アンケート調査からも潜在的に高いことがう

かがえますが、周知徹底を図り、住民の地域活動への意欲が実のあるものへと結びつけられ

るような環境づくりを進めます。 

さらに、地域住民の身近な相談相手として、また、行政と地域住民のパイプ役として、民

生委員・児童委員も大切な役割を担っており、住民の一番身近なところで、住民の立場に立

った活動を行う環境づくりに努めます。 

 

■今後の取組■ 

◆多様・複合的な課題を解決できるよう、住民や民間事業者、社会福祉法人、民生委員・

児童委員といった層のみにとどまらず、福祉の枠にとらわれない様々な分野がつなが

りを持ち、お互いの活動領域を踏まえながら、協働してまちづくりが行える体制づく

りを進めます。 

◆子育て世代包括支援センターの設立により、各関係機関において情報共有、情報提供

を行いながら、妊娠期から子育て期にわたる継続した支援を行う体制づくりを構築し

ます。 

◆協働のまちづくりを基本として、地域のつながり強化のため地域コミュニティの活性

化を図ります。地域コミュニティの推進を通して住民一人ひとりが相互の支えあいに

よって助け合う自助意識や共助意識の高揚を目指します。このため、自治会（区）や民

生委員・児童委員、老人クラブ等の組織が協力して活動できる環境の整備に努めます。 

また、地域における集会所等の施設整備や組織の運営・活動にかかる費用について、地

域組織の活動状況に応じた支援を行います。 

◆地域に住む一人ひとりが出会いを通じて、それぞれの持っている力を発揮できるよう

気軽に集い、交流できる機会づくりを進めていきます。 

◆地域福祉を推進するためには、地域福祉活動に取り組む担い手の確保・育成が重要で

す。地域住民が持っている知識や経験を生かせる機会を増やすなど、地域の一員とし

ての役割を担える人材の確保や育成に努めます。 

◆支援を必要とする人を早期発見することができるのは身近な地域住民です。各地域の

民生委員・児童委員や社会福祉協議会の福祉委員が見守り、さらに、発展的に支え合い

活動を行っていけるための体制づくりを進めます。 

◆民生委員・児童委員や社会福祉協議会などによる要援護者の見守りや声かけ、ふれあ

いいきいきサロンなど、小地域福祉活動を促進します。 

◆社会福祉協議会でおこなっている「ふれあいいきいきサロン活動」箇所の拡大と活動

内容の充実を図り、居場所づくりを確保していくとともに、買い物支援等高齢者にと

ってニーズの高い困りごと支援など、助け合いや支え合いの活性化を推進していきま

す。 
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◆社会福祉協議会では、町内の各地域に約 370人の福祉委員を配置し、地域福祉の担い

手の役割を果たしています。具体的には、地域において福祉に関する問題や要望を発

見し、助け合い活動を展開して地域の人たちがともに「福祉のまちづくり」を進めてい

く「推進役」となっていきます。また、地域は、住民一人ひとりの生活の場であり、生

活問題や福祉問題が発生する場であると同時に、住民自らの力で問題を検討する場、

生活や福祉を高め合う場でもあり、住民が主体者となって地域の福祉をつくりあげて

いく場としていきます。 

◆民生委員・児童委員や福祉委員の活動充実のために研修会や講習会などを開催し、情

報提供をすることで、資質の向上と活動の促進を図ります。また、地域福祉の推進のた

めに、多岐にわたる各委員の活動が、地域で「つながる」よう配慮します。さらに、各

委員の世代交代等が円滑にできるような仕組みづくりに努めます。 

◆社会福祉協議会では、住民参加のボランティア活動として様々なニーズに応えるため

「地域たすけあいサービス」を実施しています。活動を充実していくためには多くの

ボランティアが必要であり、広報や福祉委員会等あらゆる機会を通じてボランティア

の協力を呼びかけていく活動を継続していきます。 

◆社会福祉協議会において、手話通訳者の養成や視覚障がい者のための音訳ボランティ

アの活動を支援し、活動場所の提供等の支援を推進します。 

◆社会福祉協議会において地区担当職員を充実させるために、人材の確保を積極的に支

援していきます。その上で、小地域の実態把握及び当該地域に応じた地域福祉活動を

地域住民とともに図っていきます。 

◆町広報誌やホームページ等を活用し、住民にボランティア活動・ＮＰＯ活動を啓発す

るとともに社会貢献への理解を働きかけます。 

◆民生委員・児童委員と福祉委員の合同研修会を行うなど、社会福祉協議会と連携し、地

域における福祉活動のリーダーとなる人材やボランティアの育成に努めていきます。 

◆ボランティア団体やＮＰＯ団体等の活動支援を行います。また、地域福祉の担い手を

養成しつつ、地域で求められる具体的なニーズを把握し、支援に結びつける体制の確

立に努めます。 

◆ボランティアのニーズを把握し、ボランティア研修の充実を図り、資質向上を支援す

るとともに、各ボランティア団体の交流、情報の提供・共有化を図ります。 

◆地域において青少年が様々なボランティア体験をすることにより、相手の立場に立っ

てものごとを考える姿勢を身につけるとともに、社会に貢献する意識を培うことがで

きるよう、青少年のボランティア活動への参加を推進します。 

◆当事者団体が取り組んでいる親睦・交流事業を支援するとともに、必要に応じて新た

な当事者団体等の設立及び育成を支援します。 

◆既存の福祉団体、各種団体の自主性・自立性を尊重しつつ、積極的な活動展開を支援す

るとともに、団体間の円滑な連携を促します。 
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■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○身の回りで活動する様々なボランティア・ＮＰＯ組織の活動内

容について日頃から関心を持つとともに、活動への理解を深め

ます。 

○支援が必要な人や家族は、民生委員・児童委員に積極的に相談

したり、サービスを利用します。 

地域でできること 

（共助） 

○地域としてボランティアへの意識を高めたり、活動内容を広く

周知する機会づくりに努めます。 

○民間事業者や施設とボランティア活動との連携を図ります。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○社会福祉協議会と連携し、様々な機会や情報の提供に努め、ボ

ランティアの育成や地域でのボランティア活動への理解を深

めます。 

○災害時など新たなボランティア活動やＮＰＯ団体の発掘・支援

等に努めます。 

 

（３）地域福祉関係機関・団体との連携の強化と交流の促進 

■現状と課題■ 

社会福祉協議会は、福祉サービスの提供だけでなく、地域福祉の推進・調整役として大き

な役割を担っています。また、民生委員・児童委員や自治区の役員は地区での福祉活動の一

翼を担っています。 

今後は、社会福祉協議会を中心に、民生委員・児童委員、自治区などコミュニティ団体や

各種福祉団体、ボランティア団体・ＮＰＯ団体等との連携を強化し、町域の地域福祉活動の

活発化に向けた取組を進めていく必要があります。 

 

■施策の基本方向■ 

地域では、人口減少や若者の流出などにより、団体によっては新たな協力者の確保が難し

いなど、十分な活動ができていない状況もみられます。これら地域福祉を推進していく上で

重要な役割を担う各種団体等については、今後も活発な活動の展開が期待されることから、

関係機関が協力して活動への支援を充実していくとともに、相互の交流活動を活発化させま

す。 

 

■今後の取組■ 

◆地域における福祉課題を解決するため、地域を支援するコミュニティソーシャルワー

クが全町で行える体制づくりに努めます。 

◆地域が抱える多様な課題に応えるため、ボランティアコーディネーターや生活支援コ

ーディネーターなどの活動を推進し、地域の包括的な支援体制を構築します。 

◆地域住民だけでは解決が困難な課題については、保健・医療分野をはじめとする専門

職や関係機関などの協力のもと、課題の解決を図る体制を整えます。 
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◆寝たきりや認知症等の要介護者が増加し、介護期間の長期化により介護者の負担が増

大しています。介護による精神的な負担を軽減するためには、当事者同士が情報交換

したり交流することが必要であり、そうした場の提供を支援していきます。 

◆高齢者、障がいのある人、児童、子育て中の親、更にはダブルケアなど、問題を抱える

世帯や地域課題が解決できる組織体制の構築を目指し、サービス提供を行う事業者や

地域の各種団体、民生委員・児童委員等との連携を深める機会を提供し、地域の人材と

の協力体制を充実します。 

◆住民へのきめ細かい福祉サービスを提供するため、社会福祉協議会を地域福祉推進上

の中心的な組織として位置づけ、理事会、評議員会の機能充実、事務局職員の資質向

上、会員の加入などの取組を進め、それに対する連携強化や事業運営などに対する支

援を実施し、地域の福祉活動を推進していくための連携を図っていきます。 

◆福祉サービス利用の有無にかかわらず、行政や福祉事業者、地域組織、保健・医療機関

がネットワークを構築するとともに、必要に応じて情報交換や連携による支援を推進

します。 

◆社会福祉協議会が平成 19 年度に策定した地域福祉活動計画に沿って推進する「支え

あい・助け合いのまちづくり」と連携するとともに、ボランティアにかかわる窓口であ

るボランティアセンターの充実を図ります。 

◆住民にとっての身近な社会資源である福祉施設・社会福祉法人が、地域の福祉ニーズ

を踏まえた公益的な活動等を実施できるよう支援します。 

◆既存の集会所や老人憩の家、児童館などの充実を図るとともに、各種団体がそれらを

活用して行っているサロン等の活動を支援します。また、公共施設などを活用して、地

域住民の誰もが気軽に集まり、交流できる「みんなの集い場」づくりを支援します。 

◆地域における世代間交流を充実させるため、行事・イベントなどを工夫して子どもか

ら高齢者までが楽しめる場づくりを進めます。 

◆シルバー人材センターなどと連携し、高齢者の生きがいづくりをきっかけとした社会

参加を促すとともに、子どもが地域社会に存在し、役立っていると実感できるような

機会の提供を、関係機関と連携しつつ進めます。 

◆子どもから高齢者までの学びの成果を生かした世代間交流を通じて、誰もが地域に参

画して生きがいを感じられる居場所づくりを推進します。 

◆地域において、住民が世代や背景を越えてつながり、生活における楽しみや生きがい

を見い出す機会となる住民の主体的な活動を支援します。 
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■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○自治区や各種団体への理解を深め、積極的に情報の収集に努

め、参加を呼び掛けるとともに活動に参加します。 

地域でできること 

（共助） 

○活動内容の充実や情報発信による会員の増加に努めるととも

に、社会福祉協議会等が実施する研修に参加します。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○町広報誌・ホームページや窓口等で自治区や各種団体の広報・

啓発を行い、住民の理解を求めるとともに、参加促進を図りま

す。 

○社会福祉協議会との連携のもと、各種団体等との連絡会議や懇

談会等を開催し、団体相互の交流を促進します。 
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２ 暮らしやすく「人に優しいまち」づくり 

（１）相談体制の充実 

■現状と課題■ 

各種福祉サービスの多様化、家族形態の多様化とともに、児童虐待やＤＶ（ドメスティッ

ク・バイオレンス）など新たな課題として社会問題化している事例への対応など、相談窓口

の役割はこれまで以上に重要になっています。また、身近に相談できる人がいない人、相談

窓口に行くことのできない人など個々の状況に応じた相談体制の充実も求められています。 

町では、担当課の窓口をはじめ、地域包括支援センター、社会福祉協議会、子育て支援セ

ンター等の機関で相談を行っているほか､障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業とし

て相談支援事業も実施しています。また、社会福祉協議会では、各種相談事業を実施し、福

祉に関する悩みごとや日常生活での心配ごとなど様々な相談に対応しています。 

地域では、民生委員・児童委員などが福祉制度や日常生活に関わる相談を受けるとともに、

必要な援助・支援を行っています。 

これらを踏まえ、関係機関や地域の民生委員・児童委員との情報交換など連携を強化する

とともに、多様化・専門化する相談内容に対応するための相談体制の強化やワンストップで

相談に対応できる体制を検討していく必要があります。 

 

■施策の基本方向■ 

私たちの抱える生活上の課題は複雑化し、様々な分野にまたがったり、既存の制度の枠内

では解決が困難な相談内容が増えています。近年では、個人の問題にとどまらず、家族全体

の支援が必要な相談が増えており、世帯丸ごとの相談に対応できる包括的な相談支援体制づ

くりを目指します。 

また、専門化する相談内容に対応するため、専門的な知識豊かな人材の配置とともに、関

係機関との連携体制を構築します。 

 

■今後の取組■ 

◆新庁舎建設に伴い、福祉課、保健センター、地域包括支援センターを 1 か所に統合し

て、町内の関係機関や団体などの連携強化、相互交流の充実及び拠点としての機能と

利便性の向上を図ります。 

◆住民からの多様な相談内容に迅速かつ的確に対応できるよう、町担当窓口における相

談支援の専門性を高めるとともに、関係部署の連携強化を図ります。 

◆乳幼児の子育てに関する相談については、民生委員・児童委員、主任児童委員の訪問や

保健師、助産師、子育て支援センター保育士等による相談を行います。また、平成 30

年度に新設する子育て世代包括支援センターでの相談体制の充実を図ります。 

◆医師、臨床心理士等による療育相談、発達相談を行い、発達障がい児の早期発見、早期

支援の充実を図ります。 



 

32 

 

◆障がいについての相談は、障がいを問わず、発達障がい者や難病患者を含め、ケアマネ

ジメント、権利擁護等を中心とした総合的な相談体制の充実を図ります。 

◆住民にとって身近な相談の場となる、社会福祉協議会をはじめ、社会福祉法人・事業者

等の相談体制の充実を促進します。 

◆住民が民生委員・児童委員に相談しやすい関係を持てるよう、また、住民の多様な相談

内容に的確にアドバイスができるよう、研修会や講習会を充実させ、資質向上や地域

への積極的な関わりを推進します。 

◆地域における民生委員・児童委員等が、身近な場で相談ごとを受けられる体制をつく

るとともに、必要な場合に必要な機関につながる仕組みづくりを進めます。 

◆社会福祉協議会や民生委員・児童委員、当事者団体などが進める相談支援活動を支援

するとともに、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、自治会、ボランティア団体など

の相互連携を促進し、地域の要援護者を福祉施策・サービス利用へと結びつける仕組

みづくりを進めます。 

◆高齢者を対象に、総合相談支援事業、権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネジメント

支援事業などを行う地域包括支援センターの相談体制を一層充実します。 

◆高齢者や障がい者、子育て世帯などそれぞれの問題やニーズに応じた相談機能を高め

るため、相談窓口の充実や向上を図ります。また、民生委員・児童委員や自治会の役員

など身近で気軽に相談できる人材の養成を行い、地域の相談力向上を図ります。 

◆障がいについての相談は、障がいを問わず、発達障がい者・児や難病患者を含め、ケア

マネジメント、権利擁護等を中心とした総合的な相談体制の充実を図ります。 

◆町内に 3 ヶ所ある｢子育て支援センター｣において、親子の集いの場や情報交換の場の

提供を行うとともに、子育てに関する相談業務も行い、地域の子育て支援の場として

の事業の展開に努めます。 

また、子育て相談室｢りぼん｣においても相談業務を行い、内容によっては必要となる

関係機関と連携を取りながら、対応を行っていきます。 

◆医師、発達相談員、言語聴覚士等により療育相談、発達相談を行い、発達障がい児の早

期発見、早期支援の充実を図ります。 

◆住民にとって身近な相談の場となる、社会福祉協議会をはじめ、社会福祉法人・事業者

等の相談体制の充実を促進します。 

◆福祉サービスの利用に際して不利益な扱いを受けた場合の相談窓口を充実するととも

に、サービス事業者による自己評価など、サービスの質の向上に向けた取組を促進・支

援します。 
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■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○ひとりでは解決できない問題や悩み、不安などについて、身近

にいる人や相談員に相談します。 

○周囲の困っている人や家庭へ日頃から気配りをするようにし

ます。 

地域でできること 

（共助） 

○地域の住民や民生委員・児童委員等各種相談員が連携しなが

ら、地域での見守りのネットワークづくりを目指します。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○地域からの相談内容に応じて的確な支援を行うとともに、必要

に応じて専門機関等との連携を密に図ります。 

○各種団体との連携を強化します。 

 

（２）情報提供の充実 

■現状と課題■ 

近年、福祉・保険制度など生活に関係する様々な制度改正等が行われ、これに伴い町や関

係機関から提供する情報は増加傾向にあります。そんな中、福祉サービス内容をはじめ、ボ

ランティア・住民活動や地域の助け合い活動についての情報などを、誰もが入手でき、ひと

りでも多くの住民が情報を活用できるようにする必要があります。 

町では、「広報くしもと」を毎月発行するとともに、ホームページ等による広報等を実施し

ています。 

今後とも、わかりやすい広報誌やホームページでの情報発信に力を入れることはもちろん

のこと、高齢者や視力・聴力に障がいのある人への伝達手段の充実とともに、個人情報の保

護に配慮しながら、民生委員・児童委員や地域住民等によるきめ細かな情報提供の体制を確

立していくことが求められています。 

 

■施策の基本方向■ 

工夫を凝らした多様な手法を用いた情報の伝達に加え、民生委員・児童委員や地域住民等

によるきめ細かな情報提供の体制を確立していきます。 

また、情報の内容については、子どもから高齢者、障がいのある人まで、情報を利用する

側の視点での工夫をします。 

 

■今後の取組■ 

◆子ども・障がい者・高齢者、それぞれのサービス資源を把握し、異なる窓口間の連携や

共通認識を図り、それぞれが地域で生活していくためのサービスについて、新庁舎建

設を機に情報提供が１か所でできるような窓口の設置に努めます。 

◆福祉のまちづくりや福祉施策に関する情報を住民と行政が共有し、相互の理解を深め

ていくため、情報内容の充実や情報提供の迅速化、双方向化、情報バリアフリー（視聴

覚に障がいのある人など情報弱者への配慮）を図りながら、行政からのお知らせ・広報

誌やホームページなどの多様な媒体と手法を活用し、住民のニーズに対応した丁寧な

広報活動を充実します。 
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◆民生委員・児童委員や福祉サービス事業者などの福祉関係者に対しては、医療・介護の

連携など、より詳細な情報の提供を図ります。 

◆生活や緊急時の情報は、その性質上、必要とする人に適切かつ正確に伝わることが求

められます。既存の情報提供の方法を活用しながら、必要な情報が伝わる仕組みづく

りを行います。 

◆必要とする人が必要なサービスを受けられるよう、広報誌やパンフレット、ホームペ

ージなど多様な媒体を通じて情報を提供し、福祉制度・サービス内容の周知に努めま

す。また、高齢者や障がいのある人などが福祉制度・サービスに関する適切な情報を入

手できるよう、情報提供面での配慮に努めます。 

◆福祉サービスの質的な向上には、行政はもちろん事業者の透明性の高い経営姿勢が求

められており、サービス利用者が自らサービスを選択できるように、インターネット

を通じて介護サービス情報が公表されています。介護サービスや事業所・施設等を適

切に選ぶことができるよう、この制度の利用啓発に努めます。 

◆福祉事業を行う民間の事業者に対する町の情報提供を図り、必要なサービスが利用で

きるよう、地域への誘導や事業運営に係る必要な支援に努めます。 

◆視覚障がい者や聴覚障がい者などに配慮し、福祉情報などを必要とする誰もが適切に

その情報を得られるよう、効果的な情報提供の体制充実に努めます。 

◆地域の福祉関係者に対して、個人情報の取扱いについて、研修会を実施するとともに、

地域の福祉関係者による情報の取扱いについて、当事者を含めて一定のルールを定め

ていきます。 

 

■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○町や社会福祉協議会などから提供される各種の情報について、

日頃から関心を持ちます。 

地域でできること 

（共助） 

○高齢者や障がいの特性など情報利用者に配慮した情報提供に努

めます。 

○各種ボランティア活動などの相互交流を通じて、互いの情報交

換と情報の共有化に努めます。 

町が取り組むこと 

（公助） 
○全町的な情報提供の仕組みづくりの確立に努めます。 

 

（３）福祉サービスの充実 

■現状と課題■ 

町では、次世代育成支援対策推進法や子ども子育て支援制度に基づき「串本町子ども・子

育て支援事業計画」を定期的に策定し、子育て支援の推進に取り組んでいます。 

高齢者福祉では、老人福祉法、介護保険法などに基づき町が策定する「串本町高齢者福祉

計画・介護保険事業計画」を定期的に見直しし、介護保険サービス、高齢者の福祉サービス、

生きがいづくり等の推進に取り組んでいます。計画の推進にあたっては、町及び地域包括支

援センターを中心に、関係部署・機関による緊密な連携のもと、計画を効果的、総合的に推
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進しています。 

障がい者の自立支援については、障がい者計画・障がい福祉計画を定期的に策定し、自立

支援に向けた各種施策を展開しています。 

国においては、少子高齢化の進展等による年金、介護、医療などの各社会保障制度にわた

って、20 世紀型制度からの転換を目指した抜本的な見直しが進められており、福祉分野の

制度も大きく変化しています。 

こうした制度の変革への対応をはじめ、厳しい財政状況、住民ニーズの複雑化・多様化を

背景に、各計画に基づく福祉サービスの提供体制の充実を図る必要があります。 

 

■施策の基本方向■ 

保健・医療・福祉などの必要な諸サービスが、生活圏域である地域社会に整備され、しか

も総合的に利用できるよう、それぞれが連携し、機能させていきます。 

このために、住民・地域・事業者・行政が一体となってサービスを生み育て、提供してい

きます。 

 

■今後の取組■ 

◆高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計

画、子ども・子育て支援事業計画などの各施策により、地域住民が在宅で安心して生活

できるよう、在宅福祉サービスの充実を図ります。 

◆高齢者や障がいのある人などが、住み慣れた地域で必要とする福祉・医療サービスを

一体的に利用できるように、また、虐待事案に迅速な対応が図れるよう関係機関や多

職種の連携を推進し、地域における包括的ケアシステムの充実を図ります。 

◆社会福祉協議会が実施する「ふれあいいきいきまつり」や「災害ボランティアセンター

設置・運営訓練」等の行事を通して、年齢や性別を問わず、あらゆる方々が参加し交流

を深めることにより、日常から顔の見える人間関係を作り、日常のたすけあいや災害

時の支援に役立つよう進めていきます。 

◆社会福祉協議会では、一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯を対象に、寝たきりや認

知症の予防、孤独感の解消、生きがいづくりなどを目的に、「ふれあいいきいきサロン」

を実施しており、サロン活動を通じて日常生活の困りごとや支え合いにつながる仕組

みを継続及び推進していきます。 

◆高齢者や障がいのある人に対しては、地域ごとに開催される「ふれあいいきいきサロ

ン」への参加を促し、地域の方々とのつながりを持ちながら生活をしていただく取組

を進めていきます。 

◆住民が安心して福祉サービスを受けられるよう、諸制度に基づいた連絡調整を組織的

に行うとともに、民間のサービス事業者の事業参入を促進します。 

◆障がいがある人の、地域における自主生活の充実を図るため、障害福祉サービスにお

ける移動支援事業や福祉タクシー券の交付など、サービスが十分に提供できる関係機

関との連携を強化します。 

◆生活困窮者、子どもの貧困や引きこもりに対する自立支援を行うため、家庭・地域・関

係機関との連携によって、支援体制の強化を図ります。 
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◆貧困の連鎖を防止するため、子どもの貧困の実態把握を行います。 

◆生活困窮につながる可能性のある大人の引きこもりは、地域のつながりを生かして、

見守りや声かけ活動など、また、県の関係機関と連携しながら早期発見に努めてその

実態把握に取り組みます。 

◆高齢者や障がい者、児童の保護者などの共通する生活上の課題解決や、不安を解消す

るため、福祉サービスについて、利用者本位の立場から評価・検証し、改善・充実を図

ります。 

 

■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○福祉サービスに関する情報を活用するとともに、内容を正しく

理解します。 

○福祉サービスの利用に際して、事業者などの情報を有効活用し、

一人ひとりが状況に応じたサービス利用に努めます。 

〇利用するサービスについて、行政や事業所に意見や要望を積極

的に伝えます。 

地域でできること 

（共助） 

○各種福祉計画や福祉サービスの内容等についての学習機会の場

づくりに努めます。 

○各種福祉サービス事業を実施している社会福祉法人や民間事業

者に対して具体的な事業内容の説明会や体験・見学の場づくり

等に努めます。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○住民の意見や要望を聴き、質の高いサービスを提供できるよう、

社会福祉法人、民間事業者などへの情報提供や指導に努めます。 

 

（４）福祉基盤の充実 

■現状と課題■ 

高齢者や障がい者、子どもを含めたすべての住民が住み慣れた地域で暮らすためには、生

活領域を拡大し、様々な社会参加が可能となるよう、気軽に安心して施設を利用し、移動で

きる環境整備が必要です。 

本町では、公共施設の改築時に、段差の解消や手すりの設置、多目的トイレの設置を図っ

ています。また、道路整備においても、歩道の整備など、歩行者の安全確保に努めています。

しかし、道路などの都市基盤、公共施設や民間施設などのバリアフリー化はまだ十分とはい

えず、また、公共交通機関など身近な移動手段の確保充実も重要な課題といえます。 

今後も、多くの人が利用する公共施設や道路などのバリアフリー化を更に進めるとともに、

移動が困難な方への移動手段の確保に努める必要があります。 

 

■施策の基本方向■ 

既存の公共施設を地域活動や社会参加の場の拠点として、有効活用していきます。 

また、子どもから高齢者、障がいのある人など誰もが安全かつ円滑に移動でき、また、活

動の場を広げ、自由な社会参加を活発化するために、道路や交通安全施設の充実とともに、

利用しやすい移動手段の確保に努めます。 
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■今後の取組■ 

◆和歌山県福祉のまちづくり条例に基づき、高齢者や障がい者など、誰もが暮らしやす

く、また、安心して安全に外出できるよう、道路や歩道、公共施設、交通機関などのバ

リアフリー化、ユニバーサルデザイン化を進めます。 

◆地域における福祉活動拠点について、安全・安心に利用できるよう環境整備などハー

ド面の充実を図るとともに、それらの拠点を活用した集まりや交流の場づくりなどの

ソフト面でも地域住民が活動しやすい環境づくりに努めます。 

また、隣保館が地域福祉活動の拠点として活用されるよう機能整備に努めます。 

◆すべての人が住み慣れた地域で安心して暮らすために、認知症や障がいなどに対する

偏見やそれらへの理解不足から無意識に差別してしまうことがなくなるよう、心の面

でのバリアフリー化の普及・啓発を推進します。 

◆高齢者や障がいのある人等にとっては、移動手段の確保は深刻な問題です。日々の生

活を営む上で買い物や通院等も含め、安心して外出し、社会参加が促進されることが

活気あるまちづくりにつながるため、障害福祉サービスにおける移動支援事業や福祉

タクシー券の交付等により、地域における自立生活及び社会参加を促します。 

◆鉄道等公共交通機関の充実を関係機関に求めるとともに、交通機関の有機的連携など

により通勤・通学者等の利便性向上を図ります。 

◆住民の誰もが安心かつ便利に移動できるよう、町が運行するコミュニティバスの充実

を図ります。 

◆不特定多数が利用する民間施設について、事業者への理解を求め、施設のバリアフリ

ー化を促進します。 

 

■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○身の回りで、歩行・通行上の危険箇所などに気付いたら町等へ知

らせます。 

○バリアフリーやユニバーサルデザインの趣旨を理解するととも

に、公共施設などの利用に際しては、一人ひとりが周囲に配慮し

て行動します。 

地域でできること 

（共助） 

○バリアフリーやユニバーサルデザインのまちづくりを全町的に

推進できるよう、地域としてできることを考え、行動します。 

○地域として外出・移動や買物に困っている人を助け合います。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○公共施設や道路等のバリアフリー化を進めます。 

○バリアフリーやユニバーサルデザインについて住民への情報提

供に努めるとともに、職員一人ひとりがその必要性を十分認識

し、事業・サービスの推進に心がけます。 

○公共交通体制の充実に努めます。 
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（５）健康づくり・介護予防の充実 

■現状と課題■ 

少子高齢化が急速に進行する中で、住民の健康に対する関心はますます高まってきており、

一人ひとりの自主的な健康づくりを支援する環境の整備が求められています。 

また、年を重ねても住み慣れた地域の中で自立した生活を送っていくことは誰もが願うこ

とです。 

町では、特定健診やがん検診を実施し、生活習慣病やがんの早期発見に努めています。ま

た、食生活改善推進協議会や管理栄養士による乳幼児を対象とした食育や、高齢者を対象と

した健康教室等を実施し、健康的な生活習慣の確立に取り組んでいます。 

介護予防の取組では、要介護状態にならないように介護予防教室などを開催しています。

しかし、高齢者の中には家に閉じこもりがちであったり、人との交流が苦手な人もおり、そ

うした方に介護予防教室などに参加してもらうため、地域で声掛けをするような関係づくり

への取組も重要となってきます。 

 

■施策の基本方向■ 

すべての人が健康であるために、自分の健康は自分で守り、つくる努力や介護予防等に努

められるよう支援するとともに、病気にかかったり、障がいを持つことになっても、誰もが

その人の能力や置かれている状況に応じて生き生きとした生活を営むことができるような

地域づくりに取り組みます。 

 

■今後の取組■ 

◆いきいきと自立した生活を送るために一人ひとりが主体的かつ気軽に健康づくりに取り

組める環境が必要です。そのためには身近なところで、健康の維持・増進、身体機能の向

上につながる機会を拡充していきます。 

◆高齢者の生きがいづくりや健康増進などを進めるとともに、住民同士の交流や活動の機

会を通じて心身ともに健康に暮らせる環境を整えます。 

◆生活習慣病の予防や早期発見・早期治療のため、今後とも 40 歳を過ぎた人に特定健康

診査を実施し、治療をしていない人で生活習慣病への危険性が高く生活習慣の改善によ

る予防が見込まれる人には特定保健指導を行い、健康意識の向上に努めていきます。 

◆がんの予防と早期発見・早期治療のため各種がん検診を実施していますが、受診率向上

のため受診勧奨の促進に努めます。 

◆食育や健康スポーツ等に関心を持ち、取り組む住民が１人でも増えるように研修などに

よる意識改革や地域の活動を支援していきます。 

◆介護予防教室の充実を図り、要支援・要介護に陥るリスクの高い高齢者の早期発見に努

めます。また、一人ひとりの状況に応じて日常生活の自立を図るために効果的な支援を

行っていきます。 

◆住民の誰もが身近な地域で症状に応じた適切な治療を受けられるようにするため、日頃

からかかりつけ医を持つことを促していきます。 

◆健康づくり教室や生涯スポーツ等に積極的に参加したり、住民が自主的に介護予防体操
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を行う機会を身近な地域でつくっていきます。また、いきいきサロンや、すでに実施し

ている活動の中に、介護予防や健康増進につながるプログラムを盛り込みます。 

◆地域での孤立化防止と健康づくり促進のため、健康づくり教室や生涯スポーツ活動等の

充実とともに、住民が自主的に介護予防体操を行う、通いの場を町内全域に広げるため

の普及・啓発活動を進めます。 

◆住民と専門機関がスムーズに連携し、介護予防・孤立化防止に取り組める関係づくりを

支援します。 

◆住民の方にスポーツの魅力を身近に感じてもらえる機会の提供に努めます。公民館活動

における健康教室の開催を推進するとともに、学校体育館夜間開放の実施やスポーツ大

会を開催し、住民の健康づくりを支援します。 

◆住民の健康づくりや地域で介護予防活動に取り組むリーダーや推進組織の育成・支援を

行い、地域住民が主体となる介護予防活動の展開を促します。 

 

■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○日頃から健康に気をつけ定期健診や食育・適度な運動に努めま

す。 

○かかりつけ医を持ちます。 

地域でできること 

（共助） 

○地域として健康づくりや食育、スポーツなどの学習機会や実践の

場づくりに努めます。 

〇地域のサロンや健康教室には、声を掛け合って積極的に参加しま

す。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○特定健康診査や各種がん検診、保健指導の充実に努めます。 

○食育指導やスポーツ活動の場の拡充などを推進します。 

○介護予防事業を推進します。 
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３ 思いやりで「安心のまち」づくり 

（１）緊急時の支援の充実 

■現状と課題■ 

火災や地震、台風など災害発生時において、高齢者や障がいのある人等の避難行動要支援

者は迅速な対応が難しく、生命や身体の危険に直結するため、災害発生時の救出・救護体制、

被災後の支援体制が重視されています。 

町では、避難場所の整備をはじめ、自主防災組織の育成・支援、防災訓練の実施、災害発

生時の情報連絡体制の整備など地域での防災体制の強化を図っています。町、民生委員・児

童委員、自治区が連携し、災害時援助を必要とする避難行動要支援者の把握を行い、避難行

動要支援者台帳の整備に取り組んでいます。 

また、要配慮者に対する支援に必要な体制について住民、地域も含めた共助の体制づくり

も求められています。 

そのため、防災対策にあたっては、高齢化や核家族化の進行により、ひとり暮らし高齢者

や高齢者夫婦世帯が増加傾向にある中、要配慮者を意識した防災施策の推進や高齢者や障が

いのある人が地域での自主防災活動に参加できる仕組みづくりなどが必要です。 

 

■施策の基本方向■ 

災害発生時においては、高齢者や障がいのある人等の避難行動要支援者はスムーズな対応

が難しく、また、生命や身体の危険に直結するため、災害発生時の救出・救護体制、被災後

の支援体制を整えていきます。 

また、町全体の防災対策の推進にあたっては、行政における防災施策の推進とともに、高

齢者や障がいのある人が暮らす地域での自主的な防災活動や支援活動との連携を図ります。 

 

■今後の取組■ 

◆町では、障がいのある人やひとり暮らしの高齢者等、支援を必要とする人を対象に「避難

行動要支援者台帳システム」を構築し、要件を満たす該当者を登録しています。実際の

支援にあたっては、自治会・自主防災組織、民生委員・児童委員、近所の人等の関係者と

連携して支援を行っていくための体制を整備していきます。 

◆避難行動要支援者の支援体制を構築するため、地域の現況把握や個別支援計画の策定を

促進するとともに、障がい者や疾病者のための福祉避難所の確保及び受入体制の充実を

図ります。 

◆プライバシー保護に配慮しながら、避難行動要支援者が必要とする支援について住民の

理解を求めていきます。 

◆地域の特性に合わせて、民生委員・児童委員、福祉委員などを中心とした、日頃からの安

否確認体制の構築を図ります。 

◆大規模な災害が発生した場合に災害ボランティアによる災害復旧の支援がスムーズに受

け入れられるよう、地域の「受援力（被災した地域の自治体や住民が、他地域からの援助

を受け入れる能力）」を高めます。 
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◆関係機関・団体等と連携し、災害時における緊急連絡体制・緊急避難体制を整備するな

ど、防災ネットワークを構築します。 

◆地域ぐるみで防災体制の充実を図るため、自主防災組織の一層の充実を支援し、育成に

努めるとともに、地域住民の防災意識の向上に努めます。 

◆町広報誌やホームページ等を通じ、災害時における避難場所などの周知を図ります。 

◆災害対策の拠点施設や避難施設となる公共施設などの耐震化に努めます。 

◆各地域において、身近なところでのひとり暮らし高齢者の見守りを促進するとともに、

配食サービスなどを通して日常的な生活を支援します。また、急病や事故等の緊急事態

に対処するため、緊急通報システムの設置を支援します。 

 

■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○日常生活を通じ地域の人との交流を深めるとともに、地域での見

守り活動や避難訓練・防災訓練などに積極的に参加します。 

○日頃から防災に関する学習機会へ参加するなど、防災意識を強く

持ち、いざという時に正しく行動できるようにします。 

地域でできること 

（共助） 

○地域での防災訓練、避難誘導訓練などを実施し、災害時における

要配慮者などの支援体制づくりに努めます。 

○地域の実情に応じた防災マップの作成など、コミュニティを通じ

た自主防災活動に取り組みます。 

〇自主避難所の機能充実に努めます。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○関係機関との密接な連携確保とともに、地域での人材育成の支援

に努めるなど、実効性のある防災体制を確保します。 

○地域防災計画などをもとに、効果的な施設整備、防災体制整備並

びに地域避難所における災害物資の支援等に努めます。 

〇非常食の備蓄配備に取り組みます。 

○消防団、自主防災組織、自治区、福祉関係者、地域住民等の協力

による避難行動要支援者への支援体制づくりを推進します。 

○防災無線、ファクシミリ、携帯電話等の活用をはじめ、ボランテ

ィアとの連携など、多様な情報伝達方法を整備します。 

○保健・福祉・医療関係者との連携のもと、災害時における高齢者

や障がいのある人の避難生活に備えて、福祉避難所の整備、医療

関係者や介護スタッフの確保など、避難後のケアを充実させるよ

う努めます。 

 

（２）権利擁護の推進 

■現状と課題■ 

認知症高齢者や知的障がい、精神障がいのある人の中には、財産の管理や日常生活で生じ

る契約など、判断が求められる行為をする時に、不利益を被る場合があります。こうした人

たちの権利を守るため、成年後見制度や日常生活自立支援事業があります。 

また、町は、社会福祉協議会をはじめ各種団体と連携し、児童や高齢者、障がい者等を中

心とした虐待防止や人権侵害の対応を図るため、本人や家族、地域を対象とした各種事業を

進めてきました。 

しかし、今後は、高齢化の進行に伴い、認知症高齢者が増加し、日常的な金銭管理や福祉

サービスの利用援助などに関する相談の増加が予想されます。 
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これらを踏まえ、本町においても成年後見制度や日常生活自立支援事業の推進のもと、住

民の権利擁護を充実していくことが求められます。 

 

■施策の基本方向■ 

判断能力が十分でない高齢者や障がいのある人の財産管理や日常生活における援助をは

じめ福祉サービスの利用に際しての支援など、権利擁護に関する支援や相談に努めます。 

高齢者、障がい者及び児童に対する虐待の事案や相談もあることから、職員の教育・研修

や相談窓口の整備充実を図ります。 

 

■今後の取組■ 

◆判断能力が低下した人等に対し、日常生活自立支援事業による生活支援の充実を図りま

す。 

国の成年後見制度利用促進基本計画を踏まえながら、高齢者福祉計画及び障がい者福祉

計画を推進し、成年後見制度の利用の促進に取り組むとともに、社会福祉協議会による

法人後見等の可能性についても協議していきます。 

◆また、福祉サービスを提供する事業者、地域福祉活動に取り組む個人・団体などに対し、

個人情報の保護に関する周知・啓発に努めます。 

◆判断能力の低下した人や障がいのある人に限らず、社会的立場が弱い人への差別や虐待

を防ぎ、すべての人の人権が守られるよう、地域における啓発活動とともに、人権相談

等、相談体制の充実を図ります。 

◆児童や弱い立場の人の人権を守り、児童虐待及びＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

の発生予防や早期発見・早期対応（親・子どもの悩み等）が図れるよう、分かりやすい相

談窓口を位置づけるとともに、地域や関係機関などとの連携を強化します。 

◆障がいを理由とする差別の解消を推進するため、弁護士等の法曹をはじめ、障がい者団

体や相談支援事業者など、地域の様々な団体機関が、情報共有や協議をすることができ

る体制を整備します。 

◆児童の虐待に対する未然防止のため、関係課及び地域の民生委員等と連携しネットワー

ク強化に努めます。また、虐待発生時には迅速な対応ができるよう体制を整備します。 

 

■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○日常生活自立支援事業や成年後見制度といった権利擁護に関す

る制度内容について理解し、必要な場合には利用します。 

地域でできること 

（共助） 

○地域全体としての見守りネットワーク活動の中で、権利侵害など

の早期発見に努め、行政や専門機関への適切な対応につないでい

きます。 

○見守り活動などを通じて、権利擁護の必要な人を発見し、相談へ

つなげられるように努めます。 

町が取り組むこと 

（公助） 
○権利擁護に関する制度の周知と相談体制の充実に努めます。 
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（３）安全・安心な地域づくり 

■現状と課題■ 

町では、住民の安全意識の高揚や安全で住みよいまちづくりの実現に向けて計画的に取り

組んできていますが、多様化・巧妙化する犯罪などを未然に防止するためには、地域ぐるみ

での防犯活動の促進や警察の協力による防犯対策が必要です。 

また、住民の誰もが交通事故の被害者にも加害者にもならないよう、交通安全意識の高揚

と交通安全施設の整備を進めてきましたが、今後とも一層の充実に努めていく必要がありま

す。 

子どもの防犯に関しては、登下校時間帯の地域による見守り活動の実施や、学校や PTA

と連携を図った安全対策に取り組んでいます。 

さらに、近年、特に問題となっている閉じこもり者・発達障がい児への支援、認知症対策

や生活困窮者への支援など、地域ぐるみで支えあい、助け合う仕組みづくりを早急に進めて

いく必要があります。 

 

■施策の基本方向■ 

ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯は増加傾向にあります。更には、子ども世帯と同居

していたとしても日中をひとりで過ごしている“日中ひとり暮らしの高齢者”、母子・父子家

庭、生活困窮者、介護を必要とする人や障がいのある人、子育てや家族の介護で悩んでいる

人など、地域には何らかの支援を必要とする人が存在します。 

誰もが、住み慣れた地域でいつまでも、ともに暮らしていくために、このような人たちを

的確に把握するとともに、地域を挙げて支えていくため、見守りネットワークの一層の充実

や相談・援助などの包括的な支援体制づくりに努めます。 

 

■今後の取組■ 

◆介護保険・高齢者福祉や障がい者福祉など公的な福祉サービスの充実を図る一方、住民

と行政との協働による「新しい公」が担うサービスを拡充し、誰もが安心して暮らし続

けられる地域社会を目指します。 

◆民生委員・児童委員やサービス提供事業者などによる見守り活動、保健師による訪問活

動など見守りネットワークの一層の充実に努め、プライバシーに配慮しつつ見守り・援

助活動を推進します。 

◆認知症対策として、認知症サポーターの活用や高齢者等徘徊者支援ネットワーク体制の

確立と充実に努めます。 

◆生活困窮者に対する地域の支援体制を構築するととともに、生活支援相談事業や自立支

援事業など相談から就労支援、その他包括的な支援を推進します。 

◆高齢者や障がいのある人の閉じこもりの発見や防止に努め、地域との交流の機会を提供

します。 

◆育児で閉じこもりがちな親子の社会参加を促すために、民生委員・児童委員をはじめ関

係機関と連携し、親子の居場所づくりの充実に努めます。 

◆発達障がい児など新たな支援が必要な分野において、その支援体制づくりに努めます。 
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◆高齢者や障がい者などが安心して暮らし続けられるよう、住宅改修費の支援を行います。 

◆見守り活動や小地域で子育てに関する相談・仲間づくり活動等、住民参加型の子育て支

援活動を支援するとともに、子どもを地域で見守り育てる地域社会を目指します。 

◆地域の防災能力を高めるため、自主防災組織の活性化を支援するとともに、（障がい者を

含めた）地域を挙げた防災訓練などにより、住民の防災意識の高揚を図ります。 

◆災害に備え、災害ボランティアコーディネーターの育成を図るとともに、住宅の耐震化

や家具の転倒防止、福祉ベルの設置などを促進します。 

◆災害時における対応力を高めるため、災害ボランティアセンターの設置に向けた取組を

支援します。 

◆大規模災害発生直後は、行政や防災救援機関からの支援が困難になると想定されます。

災害による被害を最小限に抑えるため、日頃からの防災意識の向上とともに、自主防災

会や防災ボランティアの活動を支援します。 

◆災害などの緊急時に備え、避難場所の周知や避難行動要支援者の支援の必要性について

啓発するとともに、地域の団体との連携・協力のもと、平常時・災害時における避難行動

要支援者に対する支援体制の整備を図ります。また、民間社会福祉施設との間で協定を

締結し、災害時に避難所等での生活が困難で特別な配慮を必要とする避難行動要支援者

の受け入れを行う体制整備を進めます。 

◆地域における防犯対策は、行政や警察といった公的機関のみで行うことに限界がありま

す。「自分たちの地域は、自分たちで守る」という共通意識を持ち、日頃からの声掛け等

により安心して生活できる環境づくりに取り組みます。 

◆教育委員会と連携して、コミュニティスクール（学校運営協議会）による登下校時の見守

り活動などを通じた「あいさつ運動」を展開します。また、青少年育成町民会議の青少年

メッセージ・青少年体験事業・県下一斉街頭啓発等の事業により、郷土の未来を担う若

い世代の育成を図ります。 

◆社会を明るくする運動推進委員会・青少年育成町民会議の委員と協力して安全な町づく

りの推進に努めるとともに、各学校区における通学路の安全確保の取組を促進します。 

◆防犯協議会や警察などと連携し、住民の防犯意識を高め、犯罪を未然に防ぐための啓発

活動の充実を図るとともに、街灯など防犯設備の充実に努めます。 
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■行動の指針■ 

一人ひとりができること 

（自助） 

○日頃から各種制度に関する情報提供に関心を持つようにしたり、

周囲との情報交換の機会を積極的に活用するなど、必要なサービ

スを適切に利用できるようにします。 

○あいさつ、声かけ運動を積極的に実施します。 

○要援護者の把握活動に協力します。 

地域でできること 

（共助） 

○日頃から、各種制度に関する情報提供に努め、地域住民の情報交

換の場や機会を積極的に設けるなど、必要なサービスが適切に利

用できる環境づくりを整えるようにします。 

町が取り組むこと 

（公助） 

○支援の声が届くよう、地域との連携を図り、全町的な視野から早

期発見・早期対応のネットワークづくりを進めます。 

○様々な媒体や機会を利用しながら、各種福祉制度や人権等に関わ

る周知を図っていきます。 

○民生委員・児童委員等への各種研修の実施や、活動の手引を作成

するなど、民生委員・児童委員等におけるニーズ把握活動を支援

します。 

○誰もが安心かつ安全な日常生活を送ることができるよう支援し

ていきます。 
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第５章 計画推進のために 
 

１ 協働体制の確立 

計画に基づく施策を推進していくためには、住民、ボランティア、社会福祉協議会、行政

などがお互いに連携し、それぞれの役割を果たしながら一体となって、総合的、長期的な視

点から各目標に取り組み、協力・協働して活動を推進することが重要です。 

このため、次のような協働体制の確立を目指します。 

 

（１）地域・住民の役割 

地域の一人ひとりが福祉に対する意識や認識を高め、地域社会の構成員の一員であること

の自覚をもち、地域福祉の担い手として自らボランティアなどの社会活動に積極的かつ主体

的に参加し、ある時は隣近所と協力し、事業者からの情報、サービスの提供を受けながら目

標に向かって取り組んでいくことが求められます。 

 

（２）社会福祉協議会の役割 

地域福祉を推進していくことを目的とする団体として設置されている社会福祉協議会は、

地域の実情を把握し、住民とともに地域課題に取り組む組織です。串本町社会福祉協議会で

は、本計画と連携した地域福祉活動計画も策定されており、両計画は地域福祉の推進という

同じ目的を持つものであり、その実現のためには密接な連携を図らなければなりません。 

社会福祉協議会は、総合的な相談事業、ボランティア活動の推進、福祉意識の啓発、人材

育成、小地域ネットワーク活動、地域の実情に応じたサービスや支援などを、今後、さらに

地域に密着し活動を行っていくことが期待されており、「共助」のための福祉組織づくりを推

進し、地域力の向上に寄与していくことが求められます。 

 

（３）町の役割 

地域福祉の推進にあたって、行政には住民の福祉の向上を目指して福祉施策を総合的に推

進する「公助」としての責務があります。それを果たすために、地域福祉を推進する串本町

社会福祉協議会や自治区、民生委員・児童委員、ボランティア団体などと相互に連携、協力

を図るとともに、住民のニーズの把握と地域の特性に配慮した施策の推進に努めます。 

さらに、地域福祉への住民参加を促進し、地域福祉活動拠点の整備に関する支援や情報提

供の充実に努めます。 
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２ 計画の点検・評価 

計画を推進していくために、本計画の施策について、実施状況の点検や評価を行い、必要

な場合は、取組内容の見直しを行っていきます。 

また、本計画は地域の多様なニーズに幅広く対応するため各関係機関の連携が必要なこと

から、行政はその総合的な把握に努めるとともに、庁内各担当課は各施策の進捗状況を把握

し、庁内関係部署と連携を図りながら、施策を推進します。 

さらに、本計画の実施状況に係る情報を、広く住民に周知していくため、町広報誌やホー

ムページ等、様々な媒体を活用してきめ細かな情報提供に努めます。 

 

【「ともに生きる社会づくり（ソーシャル・インクルージョン）」概念図】 

地域活動 

地域から起こす、 

福祉のまちづくり 

(地域福祉活動) 

安全・安心 

地域での見守り 

要配慮者への支援など 

地域福祉 

高齢者支援 

障がい者支援 

子育て支援など 

教育・学習 

生涯学習活動 

地域間交流など 

環境保全 

地域の美化 

ごみ減量・リサイク

ルなど 

雇用 

社会資源の活用 

高齢者・障がい者の 

参画 

など 多彩な住民活動 

ボランティア・ＮＰО活動など

地区内外・町内外を問わない 

幅広い連携 

共働 

地域包括ケアシステム 
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第 1 章 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

わが国の自殺対策は、平成 18年に自殺対策基本法が制定されて以降、大きく前進しまし

た。それまで個人の問題とされてきた自殺が社会の問題として広く認識されるようになり、

国を挙げて自殺対策を総合的に推進した結果、自殺で亡くなる人数の年次推移は減少傾向に

あるなど着実に成果をあげています。 

しかし、それでも自殺者数は毎年２万人を超え、人口 10万人あたりの自殺による死亡率

も、主要先進７か国の中では最も高い水準にあり、非常事態はいまだ続いているといわざる

を得ない状況です。 

 

■自殺者数の推移                           （単位：人） 
 

 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺に追い込まれるという危機は、他人事

ではなく誰にでも起こり得る危機といえることから、自殺総合対策大綱では、過労、生活困

窮、育児や介護の疲れ、いじめ、孤立等の生きることの阻害要因を減らし、自己肯定感、信

頼できる人間関係の構築、危機回避能力等の生きることの促進要因を増やすことで、社会全

体の自殺のリスクを低下させ、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」と

しています。 

また、平成 28年の自殺対策基本法の改正では、自殺対策に関する地域間の格差を解消し、

誰もが「生きることの包括的な支援」として必要な支援を受けられることを狙いとして、す

べての都道府県及び市町村において自殺対策計画を策定することが義務付けられました。 

本町においては、「串本町自殺対策計画」（以下、「本計画」という。）を策定することで、

総合的な自殺対策の取組方針等を示し、自殺対策にかかる事業を生きる支援施策とし、関係

機関と連携を図りながら全庁的な取組を進め、誰も自殺に追い込まれることのないまちの実

現を目指していきます。 

 

 

出典：警察庁「自殺統計」 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、平成 28年に改正された自殺対策基本法に基づき、国の定める自殺総合対策大

綱の趣旨を踏まえ、同法第 13条第２項に定める「市町村自殺対策計画」として策定するも

のです。 

自殺を防ぐためには、様々な分野の施策や人々・組織が密接に連携する必要があります。

そのため、本町では「第２次串本町長期総合計画」に基づき、「串本町地域福祉計画」、「和歌

山県自殺対策計画」をはじめ、その他関連計画等と十分な整合の図られた計画とします。 

 

３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、2019 年度（平成 31 年度）から 2023 年度までの５年間としま

す。また、関連計画である「串本町健康増進計画」に規定する「こころの健康」に関する取

組について、本計画と連携を図って、推進するものとします。 

なお、法制度等の改正があった場合には見直しを行い、柔軟に対応していきます。 
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第２章 自殺に関する基本認識 
 

１ 国における自殺対策の経緯 

わが国においては、平成 18年の自殺対策基本法の成立以来、基本法に基づいた自殺総合

対策大綱の策定、自殺総合対策推進センターによる地域の自殺対策の支援等、民間団体を含

めた様々な対策が推進されています。 

 

年  月 内   容 

平成 18年６月 ・自殺対策基本法成立 

・自殺予防総合対策センター設置 

平成 19年４月 

       ６月 

       ９月 

・内閣府自殺対策推進室設置 

・自殺総合対策大綱の閣議決定 

・初の「自殺予防週間」の実施 

平成 22年３月 ・初の「自殺対策強化月間」の実施（睡眠キャンペーン等） 

平成 24年８月 ・自殺総合対策大綱の見直し 

平成 28年３月 

       ４月 

・自殺対策基本法の一部を改正する法律の成立 

・自殺対策推進業務が厚生労働省に移管 

・自殺総合対策推進センターに改組 

平成 29年７月 ・自殺総合対策大綱の見直し 

 

２ 自殺に関する基本認識 
本町における自殺対策については、自殺総合対策大綱における、次に掲げる自殺に対する基本

認識に基づいて取り組みます。 

（１）自殺は誰にでも起こり得る身近な危機である 

自殺は多くの人にとって、自分には関係がない「個人の問題」と捉えがちですが、一部の

人や地域の問題ではなく、誰もが当事者となり得る可能性がある「誰にでも起こり得る身近

な危機」であるということを認識する必要があります。 

 

（２）自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

自殺は、その多くが様々な悩みが原因で心理的に追い詰められ、自殺以外の選択肢が考

えられない状態に陥ってしまったり、社会の中での役割喪失感や、与えられた役割の大き

さに対する過剰な負担感から、危機的な状態にまで追い込まれた末の死であるということ

を認識する必要があります。  
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（３）自殺は、その多くが防ぐことができる社会的な問題である 

自殺の背景や原因となる様々な要因のうち、失業、倒産、多重債務、長時間労働等の社会

的要因については、制度の見直しや相談・支援体制の整備という社会的な取組により、また、

健康問題や家庭問題等の一見個人の問題と思われる要因であっても、専門家への相談やうつ

病等の治療を行うことにより、自殺は防ぐことができるということを認識する必要がありま

す。 

 

（４）自殺を考えている人は、何らかのサインを発していることが多い 

死にたいと考えている人も、心の中では「生きたい」という気持ちとの間で激しく揺れ動

いており、不眠や原因不明の体調不良等、自殺の危険を示すサインを発していることが多い

とされています。周囲の人がこれらのサインに気づき、自殺予防につなげることが重要です。 
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３ 自殺の危機要因及び危機経路 
次の図は、特定非営利活動法人 自殺対策支援センター ライフリンク実施「自殺実態

1000人調査」からみえてきた「自殺の危機経路（自殺に至るプロセス）」です。 

「自殺の危機経路」における丸印の大きさは、要因の発生頻度を表しています。丸印が大

きいほど、自殺者にその要因が抱えられていた頻度が高いということです。また、矢印の太

さは、要因と要因の連鎖の因果関係の強さを表しています。矢印が太いほど因果関係が強い

ことになります。 

自殺の直接的な要因では「うつ状態」が最も大きくなっていますが、「うつ状態」になるま

でには複数の要因が存在し、連鎖しています。 

自殺で亡くなった方は「平均４つの要因」を抱えていたことがわかっています。特定非営

利活動法人 自殺対策支援センター ライフリンク実施の調査では、「自殺の危機経路」以外に

も、職業、年齢、性別等によって、自殺に至る要因の連鎖に特徴があることもわかってきて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：特定非営利活動法人 自殺対策支援センター ライフリンク実施「自殺実態 1000人調査」 
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第３章 地域の特性と課題 
 

１ 町の自殺をめぐる現状 

（１）自殺者と自殺死亡率の推移 

平成 21年から平成 29年までの本町の年間自殺者数は、平均３人となっており、平成 22

年が６人と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の人口 10万人あたりの自殺死亡者数を表す自殺死亡率は、平成 22年が最も高くな

っており、平成 22年から平成 26年にかけて減少傾向となっています。しかし平成 27年

以降は再び増加となり、平成 29 年では自殺死亡率は 29.40 と高く、全国や和歌山県と比

べおおむね高い率となっています。 

 

 

 

 

 

  

【串本町の自殺者数】 

厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」 
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【自殺死亡率の推移】 
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（２）性別自殺者数と割合 

性別の自殺者数割合では、平成 25 年から平成 29 年の累計でみると、男性は８人で

53.3％、女性は７人で 46.7％となっています。 

全国（男性 68.9％、女性 31.1％）や和歌山県（男性 68.7％、女性 31.3％）と比較し

て、女性の割合が高くなっています。 

 

 

（３）年齢層別自殺者数と割合 

年代別の自殺者数を平成 25 年から平成 29 年の累計でみると、40 歳代から 50 歳代に

かけて多く、70歳代、80歳以上もやや多くなっています。 

また、自殺者数割合を全国や和歌山県と比較すると、自殺者数と同様に、40 歳代から 50

歳代にかけて高く、また、80歳以上がやや高くなっています。 

 

 

 

  

【性別構成割合】 

地域自殺実態プロファイル 2018 

【性別・年齢層別自殺死亡割合】 

1 1
0

4 4

0

2
3

6.7

6.7

0.0

26.7 26.7

0.0

13.3

20.0

1.7

8.7 11.7

16.1 15.2 15.9

17.7

13.1

2.3

10.3
13.1

17.0 16.6 16.7

14.0

10.1

0

15

30

0

5

10

15

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

串本町自殺者数

串本町自殺者割合

和歌山県自殺者割合

全国自殺者割合

（人） （％）

地域自殺実態プロファイル 2018 

53.3%

68.7%

68.9%

46.7%

31.3%

31.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

串本町

和歌山県

全国

男性 女性



 

58 

 

男性の自殺者数割合は、全国及び和歌山県と比較すると、自殺者は 40歳代に集中してお

り、また、50歳代がやや高く、70歳代、80歳代がやや低くなっています。 

女性の自殺者数割合は、全国及び和歌山県と比較すると、自殺者は 50 歳代、80 歳代が

高くなっており、20歳未満、20歳代もやや高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）職業別の特徴 

職業別の自殺者数割合では、平成 24年から平成 28年までの累計でみると、有職の割合

が全国及び和歌山県と比較して高く、無職はやや低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【職業別割合】 

地域自殺実態プロファイル 2018 

【性別・年齢層別自殺死亡割合】 
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（５）同居人の有無 

自殺者における同居人の有無について、平成 25年から平成 29年の累計でみると、全国

及び和歌山県と比較して、同居人なしが約 10％低くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、高齢者の同居人の有無についてみると、同居あり男性 70歳代、80歳以上で 20.0％

となっており、また、同居あり女性についても 70 歳代が 20.0％、80歳以上が 40.0％と

高くなっています。 
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【同居人の有無割合】 

地域自殺実態プロファイル 2018 
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地域自殺実態プロファイル 2018 
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（６）自殺の原因・動機の特徴 

自殺の原因・動機について、平成 25年から平成 29年の累計でみると、健康問題が一番

多く、次いで家庭問題が多くなっています。 

 

 

また、自殺の原因・動機について、平成 25年から平成 29年の累計の割合でみると、全

国及び和歌山県と比較して、経済・生活問題が低くなっています。また、健康問題について

は全国と同程度ですが、和歌山県との比較では高くなっています。 

 

 

 

【自殺の原因・動機割合】 
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【自殺の原因・動機割合の比較】 
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厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」 

※原因・動機は３つ計上可能なため、自殺者数とは一致しない。 
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（７）主な自殺の実態 

本町の「地域自殺実態プロファイル」に基づく平成 25年から平成 29年の主な自殺者実

態が、下記の表になります。 

性別・年代・職業・同居人の有無に基づき、どういった背景を持つ自殺者が多いのかを示

しています。「背景にある主な自殺の危機経路」については、この区分に該当する方々の自殺

の危機経路として考えられるものを例として示したものです。 

 

 

上位５区分 
自殺者数 

５年計 
割合 

自殺率 

(10万対) 
背景にある主な自殺の危機経路 

1位:男性 40～59歳有職同居 3人 20.0% 45.3 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩
み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

2位:女性 60歳以上無職同居 3人 20.0% 21.2 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

3位:男性 40～59歳無職独居 2人 13.3% 723.4 失業→生活苦→借金→うつ状態→自殺 

4位:男性 40～59歳有職独居 1人 6.7% 76.7 
配置転換（昇進/降格含む）→過労＋仕
事の失敗→うつ状態＋アルコール依存
→自殺 

5位:女性 20～39歳有職同居 1人 6.7% 38.3 
離婚の悩み→非正規雇用→生活苦＋子
育ての悩み→うつ状態→自殺 

 

 

 

地域自殺実態プロファイル 2018 

【地域の主な自殺の特徴（特別集計（自殺日・住居地、Ｈ25～29合計））】 
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31.6%
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28.7%
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40.0%
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8.5%

7.2%

4.3%

4.9%

4.0%

5.3%

3.8%

4.0%

3.1%

6.4%

4.8%

2.9%

5.2%

2.5%

4.0%

3.9%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

n=462

男性

n=204

女性

n=250

18～29歳

n=19

30～49歳

n=79

50～64歳

n=101

65～74歳

n=129

75歳以上

n=125

おおいにあった 多少あった あまりなかった まったくなかった わからない 無回答

２ 住民の意識 

（１）ストレスの感じ方 

この１か月の間、不満、悩み、苦労、ストレスなどを感じたことがあるかについては、「多少

あった」が 35.5%と最も高く、次いで、「あまりなかった」が 34.0%、「おおいにあった」が

14.9%、「まったくなかった」が 6.5%、「わからない」が 4.3%等となっています。また、「お

おいにあった」と「多少あった」をあわせた「ストレスなどを感じたことがあった」でみると、

50.4%となっています。 

性別で「ストレスなどを感じたことがあった」をみると、女性（54.8%）が男性（45.6%）

を上回っています。 

年齢別で「ストレスなどを感じたことがあった」をみると、30～49 歳が 68.3%と最も高

く、次いで、50～64歳が 59.4%、18～29歳が 52.6%、65～74歳が 42.6%、75歳以

上が 40.0%となっています。また、「おおいにあった」では 30～49歳が 31.6%と他の年代

と比較して特に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ストレスの感じ方】 



第３章 地域の特性と課題 

63 

 

37.8% 40.3% 17.2% 22.3%

1.7% 1.3%
9.9%
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体
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す
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題

家
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に
関
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る
問
題

75歳以上（ｎ=50）

（２）不満、悩み、苦労、ストレスなどを感じた理由 

「ストレスなどを感じたことがあった」方について不満、悩み、苦労、ストレスなどを感じ

た理由を聞いたところ、「こころや体の健康に関する問題」が 40.3%と最も高く、次いで、「家

庭に関する問題」が 37.8%、「職場や勤務に関する問題」が 22.3%、「経済面や生活面に関す

る問題」が 17.2%、「その他」が 9.9%等となっています。 

性別でみると、男性では「こころや体の健康に関する問題」が最も高く、女性では「家庭に

関する問題」が最も高くなっています。そのほか、「職場や勤務に関する問題」では男性（29.0%）

が女性（18.2%）を大きく上回っています。 

年齢別でみると、18～29歳、65歳以上では「こころや体の健康に関する問題」が最も高

く（18～29歳では「経済面や生活面に関する問題」も同率で第 1位）、30～64 歳では「家

庭に関する問題」が最も高くなっています（50～64 歳では「職場や勤務に関する問題」も同

率で第 1位）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ストレスなどを感じた理由】 
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43.0%

34.7%

38.8%
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12.7%
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17.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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n=204
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18～29歳

n=19

30～49歳

n=79

50～64歳
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65～74歳

n=129

75歳以上

n=125

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無回答

（３）自殺対策は自分自身に関わる問題だと思うか 

自殺対策は自分自身に関わる問題だと思うかについては、「そう思わない」が 32.7%と最も

高く、次いで、「わからない」が 17.5%、「どちらかといえばそう思う」が 16.7%、「どちら

かといえばそう思わない」が 14.1%、「そう思う」が 10.2%となっています。また、「そう思

う」と「どちらかといえばそう思う」をあわせた「自殺対策は自分自身に関わる問題だと思う」

でみると、26.9%となっています。 

性別で「自殺対策は自分自身に関わる問題だと思う」をみると、男性（31.4%）が女性（22.8%）

を上回っています。 

年齢別で「自殺対策は自分自身に関わる問題だと思う」をみると、18～29 歳が 31.6%と

最も高く、次いで、30～49歳が 30.4%、75歳以上が 29.6%、65～74歳が 26.3%、50

～64歳が 19.9%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【自殺対策は自分自身に関わる問題だと思うか】 
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（４）悩みの相談窓口で知っているもの 

悩みを相談できる窓口で、知っている窓口については、「商品・契約、悪徳商法に関する相談

窓口」が 25.3%と最も高く、次いで、「知らなかった」が 24.9%、「高齢者の介護、虐待の悩

みなどに関する相談窓口」と「犯罪、暴力などに関する相談窓口」が 23.8%、「こころの健康

に関する相談窓口」が 23.4%等となっています。 

性別でみると、男性では「知らなかった」が最も高く、女性では「商品・契約、悪徳商法に

関する相談窓口」が最も高くなっています。 

年齢別でみると、18～29歳では「こころの健康に関する相談窓口」が最も高く、30～49

歳では「商品・契約、悪徳商法に関する相談窓口」、50～64 歳では「高齢者の介護、虐待の

悩みなどに関する相談窓口」、65～74歳では「借金、相続などに関する法律相談窓口」と「商

品・契約、悪徳商法に関する相談窓口」、「犯罪、暴力などに関する相談窓口」、75 歳以上では

「知らなかった」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【悩みの相談窓口で知っているもの】 
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（５）これからの自殺対策で大切なもの 

これからの自殺対策として大切なものはどのようなことだと思うかについては、「学校教育

における「いのちの教育」」が 37.7%と最も高く、次いで、「様々な悩みに対応した相談窓口

の設置」が 33.1%、「地域やコミュニティを通じた見守り・支え合い」が 25.1%、「失業対策・

雇用の確保」が 21.4%、「高齢者対象の生きがい事業の促進」が 19.9%等となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これからの自殺対策で大切なもの】 

●「学校教育における「いのちの教育」」37.7% 

●「様々な悩みに対応した相談窓口の設置」33.1% 

●「地域やコミュニティを通じた見守り・支え合い」25.1% 

●「失業対策・雇用の確保」21.4% 

●「高齢者対象の生きがい事業の促進」19.9% 

3.9%

4.3%

6.1%

6.3%

6.3%

6.7%

9.7%

10.2%

10.4%

11.7%

13.6%

15.4%

15.8%

16.0%

18.4%

19.5%

19.9%

21.4%

25.1%

33.1%

37.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

適正な飲酒に対する啓発

その他

自殺対策に関わる民間団体の支援

様々な分野におけるゲートキーパーの養成

多重債務相談

自死遺族等の支援

自殺未遂者の支援

危険な場所、薬品等の規制等

自殺に関する広報・啓発

保健師や民生委員などによる訪問

自殺の実態を明らかにする調査・分析

インターネットにおける自殺関連情報の対策

若い年齢層からの自殺予防対策

ストレス対処法の学習会

職場におけるメンタルヘルス対策の推進

適切な精神科医療体制の整備

高齢者対象の生きがい事業の促進

失業対策・雇用の確保

地域やコミュニティを通じた見守り・支え合い

様々な悩みに対応した相談窓口の設置

学校教育における「いのちの教育」
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第４章 計画の基本方針と基本目標 
 

１ 計画の基本方針 

自殺に対する基本認識を踏まえ、自殺総合対策大綱により示された５つの基本方針に沿っ

た、総合的な自殺対策を推進します。 

 

（１）生きることの包括的な支援 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会的な問

題であるとの基本認識の下、自殺対策を生きることの包括的な支援として、生きる支援に関

する地域のあらゆる取組を総動員し、社会全体の自殺リスクを低下させるとともに、一人ひ

とりの生活を守るという姿勢で展開するものとします。 

また、個人においても地域においても、自殺に対する保護要因となる自己肯定感や信頼で

きる人間関係、危機回避能力等の生きることの促進要因を、自殺のリスク要因となる失業や

多重債務、生活苦等の生きることの阻害要因が上回ったときに自殺リスクが高まります。 

そのため、生きることの阻害要因を減らす取組に加えて、生きることの促進要因を増やす

取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で自殺対策を生きることの包

括的な支援として推進します。 

 

（２）関連施策との有機的な連携の強化 

自殺に追い込まれようとしている方が安心して生きることができるよう、様々な分野の施

策、人々や組織が密接に連携し、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む

包括的な取組を実施します。 

自殺の要因となり得る生活困窮、虐待、性暴力被害、ひきこもり等、関連の分野において

も、現場の実践的な活動を通じた連携の取組が展開されていることから、連携の効果を更に

高めるため、多様な分野の生きる支援にあたる方々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っている

という意識を共有します。 

 

（３）対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

対人支援のレベル、地域連携のレベル、社会制度のレベル等、対応の段階に応じたレベル

ごとの対策を強力に、かつ効果的に連動させ、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で自

殺対策を推進します。 

また、時系列的な対応としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」

と、現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、自殺や自殺未遂が生じてし

まった場合等における「事後対応」の、それぞれの段階において効果的な施策を講じます。 

加えて、自殺の事前対応の更に前段階での取組として、幼児期からの切れ目ない子育て支
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援や学童期、思春期における子どもへの主体性、自己肯定感を高める関わりを推進する取組

を実施します。 

 

（４）実践と啓発を両輪とした推進 

自殺に追い込まれるという危機は誰にでも起こり得る危機ですが、危機に陥った方の心情

や背景が理解されにくく、そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、危機に陥っ

た場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、地域全体の共通認識となる

ように積極的に普及・啓発を行います。 

住民一人ひとりが、身近にいるかもしれない自殺を考えている方が発している、不眠や原

因不明の体調不良等の自殺のリスクを示すサインに早く気づき、精神科医等の専門家につな

ぎ、心に寄り添っていけるよう、広報活動、教育活動等の取組を推進します。 

 

（５）関係機関の役割の明確化と連携・協働の推進 

自殺対策が、最大限その効果を発揮して「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実

現するためには、行政をはじめ、関係団体、民間団体、企業、住民等が連携・協働しながら、

社会全体でセーフティネットとなる自殺対策を推進することが必要です。 

そのため、それぞれが主体性を持って生きることの包括的な支援に取り組み、相互の連携・

協働の仕組みを構築します。 

 

●自殺のリスクが高まるとき 

生きることの促進要因を阻害要因が上回ったときに、自殺のリスクが高まるといわれてい

ます。 

私たちは、悩みや問題を自分一人で抱え込まずに、周りの人に頼ることをはずかしがらず

に、下の図の“ ＜ ”が逆に向くように心がけて、毎日を過ごしていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：特定非営利活動法人 自殺対策支援センター ライフリンク 
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２ 計画の基本目標 

自殺総合対策大綱では、2026 年までに、平成 27（2015）年と比べて人口 10万人あ

たりの自殺死亡者数を表す自殺死亡率（18.5）を 30％以上減少させ、先進諸国の水準まで

減少（13.0以下にする）させることを目標としています。 

和歌山県の「自殺対策計画」では、国の目標を踏まえ、平成 24年～28年の 5年間の平

均自殺死亡率（19.6）を 2027年までの 10年間で 30％減少させる（13.7以下）ことと

し、2022年に自殺死亡率を 16.4以下とすることを計画の目標としています。 

 

本町においては、平成 21～29 年（2009～2017 年）の平均自殺死亡者数である 3.2

人に対し、計画目標年である 2023年の自殺者数を 0人とすることを目標とします。 

 

 
平成 21～29年 

（2009～2017年） 
【平均値】 

2023年 

自殺死亡者数 3.2人 ０人 

 

３ 計画の目指す姿 
 

こころのつながりを広げ 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す 
 

【本町の数値目標】 
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４ 施策の体系 

基本目標の実現を目指した施策の体系を、次のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 相談窓口の設置と正しい知識の普及 

（２） 実態の把握と施策への活用 

（３） 関係機関との連携・交流 

１．住民への啓発と周知 

２．生きることの促進要因への 

支援 

（１） 暮らしにおける対応 

（２） 病院における対応 

（３） 交流・学びの場の提供 

（４） 多様な支援 

（５） 母子への支援 

（６） 自殺未遂者・自死遺族への支援 

（７） 就労支援 

３．自殺対策を支える人材育成 

の強化 

（１） ゲートキーパーの養成 

（２） 職員の資質向上 

施策の柱 施    策 

こ
こ
ろ
の
つ
な
が
り
を
広
げ 

誰
も
自
殺
に
追
い
込
ま
れ
る
こ
と
の
な
い
社
会
の
実
現
を
目
指
す 

目指 
す姿 

４．子ども・若者への自殺対策 （１） 児童・生徒への対応 

（２） 虐待の防止 

５．自殺対策における 

ネットワークの強化 

（１） 関係機関の連携 

（２） 人材のネットワーク形成 
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第５章 本町の自殺対策 
 

１ 住民への啓発と周知 
講座や教室などを通じて、正しい知識の普及に努めるとともに、各種相談窓口をわかりやすく

発信することで社会全体の自殺リスクを低下させます。 

 

（１）相談窓口の設置と正しい知識の普及 

◆町における相談窓口を設置し、住民が利用しやすい環境を整備します。また、支援者向けの 

研修等を開催し家族に対して適切な支援ができる体制づくりに努めます。 

◆町広報誌や、リーフレット、ポスターの掲示など自殺に関連する事象等について啓発を推進

していきます。また、町の行事などあらゆる機会をとらえて正しい知識を普及していきます。 

◆精神疾患やうつ病等についての相談窓口を設置し、継続的なかかわりや相談ができるよう体

制を整備します。関係機関と連携し、支援内容について定期的に協議します。 

◆町広報誌に適正飲酒について掲載するとともに、アルコール問題について啓発を行います。 

◆職員がさまざまな教室等の会場に出向き、こころの健康や自殺防止に係る講座を設けます。 

◆医師会と連携し、各種検診の受診促進や健康づくり事業の普及・啓発を行います。 

◆各種健康相談、家庭訪問、がん検診等を実施し、家庭や地域における健康づくりを支援しま

す。 

（２）実態の把握と施策への活用 

◆県等から提供されたデータ等に基づき、自殺の実態把握を行います。また、これらのデータ

の把握・整理・分析により、実態に即した各種施策の実施等に活用します。 

（３）関係機関との連携・交流 

◆健康に関するボランティアグループ等の活動を支援し、地域・家庭・職場における健康づく

りを推進します。 

◆地域の関係機関等と連携・協働し、アルコール依存症等に関する問題を抱える方、又はその

家族等への相談を実施します。特定健康診査結果説明会で、多量飲酒者への指導、助言を行

います。 

◆町内精神科、心療内科等の医療機関と連携し、精神保健に関する相談を実施します。 

◆子ども会活動や社会教育施設の利用を促進し、子育て世代や高齢者等の交流の場の提供に努

め、ストレス解消、リフレッシュのための支援を行います。 
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◆「住民への啓発と周知」における基準 

評価基準 

自殺対策講演会の開催 

自殺対策週間の周知 

ゲートキーパーによる自殺予防街頭キャンペーンの実施 

こころの悩みや病気にかかる相談窓口の広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典）平成 29年自殺対策月間チラシ 
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２ 生きることの促進要因への支援 
自殺は、その多くが防ぐことができる社会的な問題であることを踏まえ、生きることの阻害要

因を減らし、生きることの促進要因を増やす取組を行い、自殺リスクを低下させます。 

 

（１）暮らしにおける対応 

◆家計に問題を抱える生活困窮者の家計相談時に、新宮保健所串本支所の生活相談員につない

でいきます。 

◆住民と接する各種申請、手続き、支払い等において、経済的困難を抱えている状況が想定さ

れる場合は、「生きるための包括的な支援」のきっかけと捉え、減免や軽減制度の検討や支

払い計画の立案、各種相談、貸付、自立支援相談事業等へつなげます。 

（２）病院における対応 

◆病院は、受診者に対して心身の状態のほか生活状況を把握し、アセスメントします。また、

症状等に応じて、かかりつけ医や精神科医等と連携をします。 

◆上記の者のうち、ハイリスクな要因を持つ者については、各福祉分野とも協力し治療の状況

や生活状況を把握します。 

（３）交流・学びの場の提供 

◆社会教育施設の利用を促進するとともに、公民館等において、趣味、健康づくり、教養等多

岐にわたる講座を開催し、交流の場・学びの場を提供します。 

◆串本町文化センターにおいて各種講座や教室を開催するとともに、公民館各支館で地域に根

差した取組を行い、住民の交流の場・学びの場を提供します。 

◆高齢者を対象としたスポーツ大会（グラウンドゴルフ大会・ゲートボール大会・寿野球大会）

を開催し、高齢者の地域での仲間づくりを促進します。 

◆老人クラブ活動を支援するほか、高齢者の居場所づくり、ストレス解消、リフレッシュの場

を提供します。 

◆高齢者等の生きがいづくりや健康づくり、社会参加、閉じこもり防止を目的に開催する「ふ

れあい・いきいきサロン」の活動を支援します。 

◆子ども会活動を通じて、子ども・保護者同士の親睦・交流を図り、いじめのない信頼関係の

構築を図ります。 

（４）多様な支援 

◆医療、保健、福祉等の支援が必要な人に対し、関連のある施策等を案内し、適切な精神保健

医療福祉サービスが利用できるように支援します。 

◆うつ病の早期発見・治療につながるよう、健診等あらゆる機会を通じて適切な情報提供、必

要に応じた支援を行います。 

◆ひとり親家庭医療費助成制度により、入院・通院医療費自己負担額を助成します。 

◆被虐待者、被ＤＶ者に対して、状況のアセスメントを行い、児童相談所や関係機関と連携を
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取りながら、必要となる見守り体制、支援を行っていきます。 

◆精神障害者保健福祉手帳所持者で、一定の条件に該当する方の保険診療による入院・通院医

療費自己負担額を助成します。 

◆各学校において、人権週間に、いじめ防止に係る啓発を行います。 

◆性的マイノリティに関し、串本町男女共同参画基本計画に盛り込み、意識啓発を図るととも

に、人権尊重の観点から人権教育や人権啓発を推進します。 

（５）母子への支援 

◆母子健康手帳の交付を受ける人に対し、ハイリスク者については個別支援計画を立案し、妊

娠・出産に至るまでの生活環境等についてアセスメントを行います。 

◆上記の聞き取りをした者のうち、妊娠・出産について支援が必要な者に対して、定期的に生

活状況の確認をします。また、必要に応じて要保護児童対策協議会にて協議を行い支援体制

を強化します。 

◆出生から生後４か月までの乳児のいる全家庭に対する訪問時にハイリスクな要因を持つ者

に対して、定期的に生活状況を確認します。 

◆乳幼児健診を受診する親子に対して、健診受診時に、健診用問診票を用いて、子どもの発育

発達状況及び親の育児の状況や生活状況についてアセスメントを行います。 

◆上記の受診をした者のうち、子どもの発育・発達上の問題や親の病気などハイリスクな要因

を持つ者について、子育て世代包括支援センターがこども未来課や子育て支援センター等の

関係機関と連携して、定期的に生活状況の確認をします。 

◆妊娠届出時において、配偶者がいない家庭を把握し、ハイリスクで支援が必要と判断された

ケースについて個別支援計画を作成します。計画立案後、定期的に訪問・電話相談などを行

い、継続した支援体制を整えます。 

◆医療機関で実施する産婦健康診査において、エジンバラ産後うつ病質問票による産婦の健康

状態の把握や産後うつの早期発見に努め、医療機関と連携し支援を行います。 

◆乳幼児健診時に発達障がいが疑われる児とその保護者に対し、児の発達確認や関わり方の助

言・相談を行います。また、療育に関わる関係機関と連携をとり、適切に対応します。 

◆育児ストレスや生活困窮など家庭支援が必要と思われる、園児、保護者に対し、園と連携を

取り、情報共有を行いながら、見守りを行っていきます。必要であれば児童相談所にも情報

提供を行い、必要な支援を行っていきます。 

◆児童扶養手当やひとり親家庭アシスト事業等の案内及び手続きを行い、ひとり親家庭を支援

します。 

◆ポスター掲示やチラシ配布による街頭啓発を通して、児童相談所全国共通ダイヤルの周知を

図ります。 

◆子育て支援センターでの教室や親子が気軽に集える場を提供するとともに、子育て全般に関

する専門的な支援を行います。また、子育て世代包括支援センターを設置し、妊娠期から継

続したかかわりをもち、保護者との信頼関係を構築し、相談しやすい場として機能していく

よう努めます。 
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（６）自殺未遂者・自死遺族への支援 

◆自殺未遂者に対しては、継続的にかつ適切に介入する必要があります。自殺未遂者の深刻化

している自殺のリスク要因の解決に向けたケアマネジメントを実施していくため、医療機関

等との連絡調整に取り組みます。 

◆自殺未遂者の再企図防止には、家族や身近な人の支援が重要です。しかし、自殺未遂はその

家族や身近な人々の心身にも影響を与えることから、県精神保健福祉センター等の専門機関

と連携し、その家族や身近な人々を支えるための相談支援体制を構築します。 

◆自殺した家族に扶養されていた人が生活困窮に陥ってしまうことや、その世帯の生活困窮問

題は残ったままなど、自殺に至った要因は、本人だけでなく世帯の問題であったり、また、

自殺によってその世帯に新たな問題が発生することもあります。自殺者の親族等に対して

も、自殺に至るリスク要因を有するケースとして、多制度・多職種により包括的支援を適切

に行っていきます。 

◆県精神保健福祉センターが定期的に開催、支援をしている自死遺族の会の紹介や、窓口の周

知も行っていきます。 

◆自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐため、保健師等により自殺未遂者及びその家族等に対す

る相談体制を充実するとともに、医療機関等との連携体制を整えます。 

◆自死遺族の相談体制を整備するため和歌山県精神保健センターと連携し、自死遺族の会の紹

介や、町の支援体制について協議を進めていきます。 

（７）就労支援 

◆就労に対して困難を抱えている方に対し、一般就労に向けた基礎能力を養いながら、就労に

向けた支援や就労機会の提供を実施します。 

◆ハローワーク、就職相談窓口などの就労に関する支援や窓口についてホームページ等で啓

発・周知を図ります。 

 

◆「生きることの促進要因の支援」における基準 

評価基準 

公民館等における交流の場・学びの場の提供 

子育て支援センターでの教室数 

「ふれあい・いきいきサロン」開催箇所数 
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３ 自殺対策を支える人材育成の強化 
悩み、困っている方に気づき、適切な対応ができるようゲートキーパー養成研修を行います。

また、自殺対策に関わる支援者側の質の向上、メンタルヘルスケアに努めます。 

 

（１）ゲートキーパーの養成 

◆ゲートキーパー養成講座を民生委員・児童委員向けに開催するとともに、研修機会の拡大、

内容の充実を図ります。 

（２）職員の資質向上 

◆保健師等が自殺対策に関する研修会等に参加するなど、職員全体に正しい知識が深まるよう

に、各種研修機会を活用し、職員の資質向上を図ります。 

◆教員の資質や力量を向上させるため、県が実施する「人権教育担当者等研修」に参加します。 

 

◆「自殺対策を支える人材育成の強化」における基準 

評価基準 

ゲートキーパーの養成者数 

自殺対策に関する職員研修 
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４ 子ども・若者への自殺対策 
全体の死亡率は低下しているにも関わらず、若年層の自殺死亡率は高い状況にあります。児童・

生徒に対して困難にあったときの対応や幼児期からの自己肯定感を育むための教育等の支援を

行うとともに、若者の居場所づくりや保護者への子育て支援に取り組みます。 

 

（１）児童・生徒への対応 

◆各学校において、自身がいじめ被害に遭っているか、周囲でいじめが起きているかについて

のアンケートを実施します。 

◆「いじめ不登校対策委員会」を各学校に設置し、アンケート等を基に協議・研究を行います。 

◆児童・生徒及び保護者に対して、定期的なアンケートを行い、いじめや学業不振、家庭環境

等に課題が発生していないかについてアセスメントを行います。 

◆各中学校にスクールカウンセラーを配置し、児童・生徒の心理相談を行います。 

◆定期的なアンケートのほか、不登校児童・生徒など課題を持つ児童・生徒に対して、管理職・

教諭・養護教諭・スクールカウンセラーによる校内会議を定期的に行い、状況の把握と確認

をします。 

◆児童・生徒が発達段階に応じ、自他の生命の尊さについて考えることができる教育の継続と

推進を図ります。 

◆町内小学校において、命の大切さを育むため、「人権の花運動」を推進します。 

◆授業において、様々な困難やストレスへの対処方法（ＳＯＳの出し方等）について学習する

機会を設けるとともに、児童・生徒を対象に情報モラル教育を推進します。また、特色ある

学校づくり推進事業において、各学校での人権講演会等の機会に命に関する講演を年 1 回

程度実施します。 

◆ＳＯＳの出し方に関する教育、こころの健康の保持に係る教育及びその一環としてヘルスサ

ポーターによる本の読み聞かせを推進します。 

◆児童・生徒が担任や養護教諭と気軽に相談できる体制を構築します。また、連続で欠席した

児童・生徒については、家庭訪問による状況確認等を行い、適切に対応します。 

◆ＱＵ（楽しい学校生活を送るためのアンケート）アンケートにより、児童・生徒の心理面や

学級集団の状態を客観的に把握し、いじめや不登校等の問題行動の予防と対策を推進しま

す。 

◆生き物の飼育を通じて、生命の大切さや仲間と協力する機会を設け、命の大切さを学ぶ学習

を推進します。 

◆生徒指導部会や生活指導部会において、児童・生徒の情報を交換・共有し、児童・生徒のこ

ころの状態の把握に努めます。また、始業式の登校状況を把握し、異変等の早期発見に努め

ます。 

◆県教育センター学びの丘において、児童・生徒や保護者を対象に、教育相談、心理発達支援

活動を行います。また、相談員による巡回活動を実施します。 
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（２）虐待の防止 

◆虐待の深刻化を防ぐため、早期発見・早期通報の意識を高めるための講演会を開催します。 

◆虐待防止や通報・相談先について、ホームページや広報誌等に啓発・周知します。 

 

◆「子ども・若者への自殺対策」における基準 

評価基準 

各学校にいじめ・不登校対策委員会設置 

スクールカウンセラーの配置 

ＳＯＳの出し方等について学習する機会の増加 

虐待防止について、ホームページや広報等での啓発・周知の増加 
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５ 自殺対策におけるネットワークの強化 
自殺の多くは、様々な生活上の要因が複雑に絡み合って心理的に追い込まれた結果といわれて

います。自殺の要因となり得る分野の関係機関とのネットワークを強化していけるよう、行政、

関係機関、学校、企業、住民等が自殺対策を共有化し、相互に協働していきます。 

 

（１）関係機関の連携 

◆関係機関（学校、スクールカウンセラー、児童相談所、人権擁護委員会、警察、こども未来

課、教育委員会）が連携し、いじめの防止・早期発見・対策について協議します。 

◆うつ病の早期発見・早期対応のため、民生委員をはじめ、関係団体との連携を強化し、研修

等の機会をもつなど、ネットワークづくりに努めます。 

◆いじめ・不登校児童・生徒の対応方法や指導について、情報交換、関係機関との連携を図り

ます。 

（２）人材のネットワーク形成 

◆町における相談窓口を設置し、住民が利用しやすい環境を整備します。また、相談があった

際に迅速に対応できるよう精神保健に関わる人材とのネットワークを強化します。 

 

◆「自殺対策におけるネットワークの強化」における基準 

評価基準 

関係機関の連携による会議の開催 

うつ病のネットワーク会議の開催 
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第６章 計画推進のために 
 

１ 計画の点検・評価 

計画を推進していくために、本計画の施策について、実施状況の点検や評価を行い、必要

な場合は、取組内容の見直しを行っていきます。 

また、本計画は各関係機関の連携が必要なことから、行政はその総合的な把握に努めると

ともに、庁内各担当課は各施策の進捗状況を把握し、庁内関係部署と連携を図りながら、施

策を推進します。 

さらに、本計画の実施状況に係る情報を広く住民に周知していくため、町広報誌やホーム

ページ等、様々な媒体を活用してきめ細かな情報提供に努めます。 

 

▼ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の見直しや新たな計画への反映 

PLAN 
計画を策定 

する 

DO 
取組を 

実施する 

CHECK ACTION 
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１ 串本町地域福祉計画策定委員会設置要綱 
 

串本町地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

(設置) 

第 1条 社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 107条に規定する地域福祉計画（以下「計画」と

いう。）を策定するため、串本町地域福祉計画策定委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第 2条 委員会の所掌事務は、次に掲げる業務とする。 

(1) 計画の作成に必要な事項 

(2) 前号に掲げるもののほか町長が必要と認める事項 

(組織) 

第 3条 委員会は、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、障害関係者、被保険者代表者、費

用負担者等からなる 12人以内の委員をもって構成し、町長が委嘱する。 

2 委員の任期は、計画の策定完了をもって終了する。ただし、委員が委嘱されたときの要件を欠く

に至ったときは、その委員は退任するものとし、補充された委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

(会長及び副会長) 

第 4条 委員会に会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選により選任する。 

3 会長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

(会議) 

第 5条 委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

(庶務) 

第 6条 委員会の庶務は、福祉課において処理する。 

(その他) 

第 7条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 
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２ 串本町地域福祉計画策定委員名簿 
 

〇串本町地域福祉計画策定委員  名簿  

（順不同）  

 区 分 氏   名  所   属   等  

１  会  長  結 城  力 串本町議会文教厚生常任委員会  委員長  

２  副会長  山 崎  巖 串本町民生委員児童委員協議会  会長  

３  委  員  鎌田 俊彦 串本地区医師会  代表  

４  委  員  阪 本  繁 くしもと町立病院  院長  

５  委  員  大川 英穂 串本町社会福祉協議会  事務局長  

６  委  員  谷口 秀行 串本町民生委員児童委員協議会  副会長  

７  委  員  中 野  實 串本町身体障害者連盟  会長  

８  委  員  地主 春美 串本町障害児（者）父母の会  会長  

９  委  員  田中 康慧 串本町老人クラブ連合会  会長  

10 委  員  磯  美 穂 串本町婦人団体連絡協議会  会長  

11 委  員  清野 武志 串本町副町長  

〔事務局〕 福祉課 
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